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令 和 ５ 年 第 ３ 回 

沖縄県議会（定例会）　　　　 

       閉 会 中 継 続 審 査 

開会の日時、場所 

 　年月日　　令和５年10月25日 (水曜日) 

 　開　会　　午前10時０分

 　散　会　　午後５時23分

 　場　所　　第７委員会室

本日の委員会に付した事件 

 　１　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県水道事業会計

       第３回議会 未処分利益剰余金の処分につい

        乙第14号議案 て

   ２　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県工業用水道事

       第３回議会 業会計未処分利益剰余金の処分

        乙第15号議案 について

 　３　令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県病院事業会計

  　　  第３回議会 決算の認定について

  　　  認定第１号

 　４  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県水道事業会計

  　    第３回議会 決算の認定について

  　    認定第２号

 　５  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県工業用水道事

  　    第３回議会 業会計決算の認定について

  　    認定第３号

 　６  令 和 ５ 年 令和４年度沖縄県流域下水道事

  　    第３回議会 業会計決算の認定について

　    認定第４号

出席委員 

 委 員 長　國　仲　昌　二

 副委員長　大　城　憲　幸

 委　　員　島　尻　忠　明　　新　垣　　　新

 　　　　　　下　地　康　教　　仲　村　家　治

 　　　　　　又　吉　清　義　　末　松　文　信

 　　　　　　玉　城　健一郎　　山　里　将　雄

 　　　　　　当　山　勝　利　　瀬　長　美佐雄

 　　　　　　玉　城　武　光　　西　銘　純　恵

 　　　　　　次呂久　成　崇　　平　良　昭　一

 　　　　　　金　城　　　勉

欠席委員 

　　　　　　なし 

説明した者の職・氏名 

 　　土木建築部下水道課長　　上　原　正　司

 　企 業 局 長　　松　田　　　了

 　　企 業 技 監　　石　新　　　実

 　　総 務 企 画 課 長　　志喜屋　順　治

 　　経 理 課 長　　又　吉　直　人

 　　配 水 管 理 課 長　　米　須　修　身

 　　配水管理課危機管理室長　　國　吉　真　也

   　建 設 課 長　　石　原　祥　之

 　病 院 事 業 局 長　　本　竹　秀　光

 　　病 院 事 業 統 括 監　　諸見里　　　真

 　　病 院 事 業 総 務 課 長　　宮　城　和一郎

　　病院事業総務課新型コロナ　　
當　銘　哲　也

 

　　ウイルス感染症対策室長  

　　病 院 事 業 総 務 課　　
平　田　いずみ

 

　　病院総務事務センター室長  

 　　病 院 事 業 経 営 課 長　　宮　平　直　哉

 　　病 院 事 業 経 営 課 主 幹　　青　木　研　二

 　　病 院 事 業 経 営 課 班 長　　北　川　征一郎

 　　病 院 事 業 企 画 課 長　　照　屋　陽　一

 　　病院事業企画課医療企画監　　中矢代　真　美

 　　病院事業企画課看護企画監　　徳　嶺　恵　美

 　　北 部 病 院 長　　久　貝　忠　男

 　　中 部 病 院 長　　玉　城　和　光

　　南 部 医 療 セ ン タ ー ・　　
福　里　吉　充

 

　　こども医療センター院長  

 　　宮 古 病 院 長　　岸　本　信　三

 　　八 重 山 病 院 長　　和　氣　　　亨

 　　精 和 病 院 長　　屋　良　一　夫
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○國仲昌二委員長　ただいまから、決算特別委員会

 を開会いたします。

　令和５年第３回議会乙第14号議案及び同乙第15号

議案の議決議案２件並びに令和５年第３回議会認定

第１号から同認定第４号までの決算４件についてを

 一括して議題といたします。

　本日の説明員として、土木建築部長、企業局長、

病院事業局長及び各県立病院長の出席を求めており

 ます。

 
                                                                                    

決算特別委員会記録（第２号） 
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　ただいま議題となっております令和５年第３回議

会乙第14号議案及び同乙第15号議案の議決議案２件

並びに令和５年第３回議会認定第１号から同認定第

４号までの決算４件については既に説明は終わって

おりますので、これより土木建築部長、企業局長、

病院事業局長及び各県立病院長に対する質疑を行い

 ます。

　なお、本日の質疑につきましては、決算特別委員

 会運営要領に従って行うことにいたします。

　また、質疑に際しては、委員自らタブレットの発

表者となり、引用する決算資料の名称、ページ番号

及び事業名等をあらかじめ述べた上で該当するペー

ジを表示し、質疑を行うよう御協力をお願いいたし

 ます。

　なお、質疑・答弁に際しては、挙手により委員長

の許可を得てから行い、重複することがないよう簡

潔に要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会運

 営が図られるよう御協力をお願いいたします。

　また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろし

 くお願いいたします。

　なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

 かじめ職、氏名を告げてください。

 　休憩いたします。

 　　　（休憩中に、質疑時間の譲渡の確認）

○國仲昌二委員長　再開いたします。 

　玉城武光委員から質疑時間の５分を西銘純恵委員

に譲渡したいとの申出がありましたので御報告いた

 します。

　また、島尻忠明委員、仲村家治委員から、それぞ

れの質疑時間の全てを又吉清義委員に譲渡したいと

 の申出がありましたので御報告いたします。

　なお、質疑の持ち時間を譲渡した委員は、譲渡を

受けた委員の質疑中は着席する必要がありますので、

 御承知おき願います。

　それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

 行います。

 　玉城健一郎委員。

○玉城健一郎委員  すみません。タブレットの調子

が悪いので口頭でしますのでお願いします。沖縄県

病院事業局会計決算審査意見書の５ページからお願

いいたします。審査意見の中で経営改善の取組につ

いて、また医業収支の改善など様々な御指摘がされ

ていますが、今回経常収支の黒字だったりとか、投

資資金の確保、手元流動性の確保ということでこれ

まで県立病院が課題としていたところが達成された

と思いますけれども、この要因というのは何でしょ

 うか。

○宮平直哉病院事業経営課長  お答えします。 

　コロナ感染症の感染拡大に伴いまして県立病院で

は重点医療機関としての役割を果たすために、空床

を確保するとか積極的にコロナの患者さんを受け入

れるとか、そういったことを行うことで空床確保料、

それからコロナ関連の補助金の交付を受けたという

ところがあります。その結果、最終利益が黒字となっ

て病院事業局始まって以来の利益剰余金を計上する

 ことに至っております。

○玉城健一郎委員　コロナの前、2019年に１度経常

収支黒字化していますよね。あのときというのはど

ういった――これまでずっと赤字だったものが黒字

になったこの要因というのはコロナとは関係なかっ

 たですよね。その辺り御説明できますか。2019年。

○本竹秀光病院事業局長　令和元年は僕が院長の最

後の年で、実は黒字だったんです。それで威張るわ

けではないですけれども、いわゆるそのときは患者

さんがかなり多かったです。僕は中部病院だったん

ですけれども、常に100％状態でそれで収益が上がっ

たこと。それから医師の時間外手当等々の縮減に関

して別の病院でいろいろ取り組んだことが、医業本

体で当時58億円ぐらいの赤字であったんですけど、

繰入金で３億幾らかぐらいプラスになったんですよ

ね。両方の面が、収益の面や縮減の面ができたとい

 うのが多分令和元年度の黒字になった要因です。

○玉城健一郎委員  分かりました。 

　まだまだコロナが収束しているとは言い切れない

んですけれども、少し落ち着いてきた状況というか、

国の予算の在り方とかも変わってきている状況で、

今後経常の黒字化だったりとかそういったものに対

 してどのように取り組んでいく予定でしょうか。

○宮平直哉病院事業経営課長　今御質問にもありま

したように、コロナの状況が一段落しているのかな

というところは確かにありまして、今後は例えば地

域のクリニックのドクター等と連携をしながら県立

病院に患者さんを受け入れてもらうとかですね。そ

ういった地域の連携だとか。あとは経費の改善とし

て例えば時間外勤務の縮減であるとか、それから未

収金対策であるとか、そういった従前から必要となっ

ている取組ではありますけれども、こういったもの

も地道に確実に取組を進めていく。こういった形に

 なろうかと思います。
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○玉城健一郎委員　ありがとうございます。今少し

説明もされていましたけれども、県立病院の中で医

師とか看護師の確保だったりとか、働き方改革とい

うのはどのように取り組んでいるのか御説明お願い

 します。

○照屋陽一病院事業企画課長  お答えします。 

　まず医師の確保についてなんですけれども、これ

は従来からやっているとおり県内外の大学病院等へ

の医師派遣要請。それと地域枠医師の配置。それと

就業希望医師への視察ツアーというものもやってご

ざいます。それと併せて医師紹介会社の活用も行っ

ております。それとともにですね県立病院の専門研

修による育成を通じて１年間離島・僻地に配置する

というような取組も行っております。また定着に関

する取組としまして、国内外への医師の留学事業と

か、それと学会参加への旅費費用の負担、そういっ

たキャリア形成を支援することで医師の定着を図っ

 ているというところでございます。

　続きまして、看護師の確保ですね。看護師の確保

はこれまでホームページやハローワークへの求人募

集。県内外への看護師募集に関わる合同説明会に参

加して説明するといったこともやっておりますけれ

ども、令和５年度からはですね。初めてになります

けれども看護師採用試験を今まで１回のところを

２回実施してございます。これも最近なんですけれ

ども県内だけではなくて県外の看護学校へ訪問して

人材確保をするという取組も強化しているところで

 ございます。

 　以上でございます。

○宮城和一郎病院事業総務課長　医師の働き方改革

 の取組についてお答えします。

　医師の働き方改革は、医師の長時間労働の構造的

な問題の解決に向けて令和６年４月１日から時間外

・休日労働時間に原則年960時間を上限とする規制が

課されることとなっております。ただし、引き続き

地域医療を確保し、また研修医等の集中的な技能向

上を行う必要がある場合は、規制の特例として年

 1860時間の上限が時限的に設けられます。

　現在県立病院では、規制の特例水準の指定に向け

て医師労働時間短縮計画を作成し、審査機関に提出

したところであり、令和５年度中に知事の指定を受

けることとしております。医師の時間外労働の縮減

のため医師確保に加え、医師の業務をできるだけタ

スクシフト。またはタスクシェアすることを検討し

 ております。

 　以上です。

○玉城健一郎委員　ありがとうございます。ここで

医師と看護師のもので聞きたいんですけれど、医師

が結局時間外労働の上限が撤廃されることによって

今計画をつくられていますけれども、今いるドクター

にあとどれくらいの人数が必要になってくるんで

 しょうか。

○照屋陽一病院事業企画課長　お答えします。 

　今委員御指摘のところで、医師の人数をどれだけ

増やせばいいかということなんですけれども、それ

だけではなかなか進まないということで、もちろん

医師の確保もそうなんですけども医師の業務をでき

るだけタスクシフト、タスクシェアすることも併せ

 て必要であろうと考えてございます。

○玉城健一郎委員　具体的な人数とかは今把握はさ

 れていないですか。何人必要とかというのは。

○照屋陽一病院事業企画課長　具体的には令和６年

度の各病院からの組織定数要望調査を行っておりま

して、その辺も含めて今査定といいますか、調査を

 行っているところでございます。

○玉城健一郎委員  分かりました。 

　もう一つなんですけど、特に看護師の不足の部分

についてはどれくらい不足していると把握していま

 すか。

○照屋陽一病院事業企画課長  お答えします。 

　令和５年９月１日時点での県立病院の看護師配置

数につきましては、定数1933名に対しまして現員数

は1893名と。その差の欠員となりますところが40名

 となってございます。

○玉城健一郎委員　ありがとうございます。看護師

だったりとかドクターにしても働き方を改革しない

と、やっぱり定着してもらったりとか、働く能率も

 悪くなったりすると思うんですよ。

　そういう中で今看護師においてですけれども、日

勤と夜勤でユニホームの色を変えてドクターからの

指示を受けやすくなったりとか、日勤の方が夜の仕

事をしなくてもいいような働き方改革をしている病

院というのが見受けられるようになっているんです

けれども、そういったものは県立病院での取組とい

 うのはいかがでしょうか。

○徳嶺恵美病院事業企画課看護企画監  看護職員の

働き方改革の一環として日勤と夜勤で２色を使い分

けるというユニホームの２パターンの変更に関して

は、宮古と八重山病院のほうではもう開始しており

ます。ほかの県立病院に関しましても、ユニホーム

の更新の時期にまたそこを検討することになってお

 ります。
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○玉城健一郎委員　実際、宮古、八重山とかでそれ

をやることで、例えば看護師さんからの声だったり

とか指示をするドクターのほうからどういった声が

 あるとか、把握されていますか。

○徳嶺恵美病院事業企画課看護企画監　まだその現

状を確認するには至っていないんですけれども、看

護師がそもそも使命感であったりとかで、どうして

も話しかけられたりするとやっぱりユニホームの色

にかかわらず対応してしまうというのが今でも実際

続いてはおりますので、今後また評価しながら進め

 ていきたいと思っております。

○玉城健一郎委員　ありがとうございます。僕も結

構いろいろ調べている中でドクターのほうも日勤・

夜勤の中で指示をどうやってするのかというのも、

やりやすいというところだったりとか、あとこれが

患者さんとかにすごく定着すると、患者さん自体も

今は日勤の人、夜勤の人ということで頼む人も変わっ

てくるみたいなんですよ。そういった周知も併せな

がらぜひこの働き方だったりとか、待遇改善に向け

 て取り組んでいただきたいと思います。

　最後になりますけれども、審査意見の中で財務に

関する事務についての是正改善を要する事項でいわ

ゆる補助金に関して、なかなか厳しい指摘がござい

ましたけれども、それについてどのように改善して

 いくという考えでしょうか。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　今委員からお話がありましたように令和４年度の

定期監査、これは今年の６月頃から８月頃までに受

検をしたものなんですけれども、その定期監査の中

で前年度と比べて指摘件数が増えているということ

で代表監査委員、それから委員の皆様から非常に厳

 しい御指摘を受けました。

　今後の取組なんですけれども、今年度から病院事

業局の中に公認会計士、それから弁護士を含めて財

務だとかに詳しい方を委託契約にはなるんですけれ

ども、常駐していただくような形を取っておりまし

て、病院で起きているそういった財務に関する課題

であるとか、問題であるとか、その解決策に向けた

手がかりであるとか、そういったものについて、プ

ロの方の知恵を交えながら解決するすべを模索して

いこうと、具体化していこうという取組を行ってお

 ります。これがまず１点。

　それから従前の取組なんですけれども、病院事業

局では職員が各病院に赴いて、事務担当者から意見

を聞きながらヒアリングをしながら直接改善の指導、

助言、アドバイスを行うという取組を今後も行って

 まいります。

　それからもう一つ。これは令和４年度末、今年の

２月頃からの取組なんですけれども、病院事業局の

事務職員を中心にプロジェクトチームというものを

設置しまして、これは例えば財務会計であるとか、

施設整備であるとか、５つの分野に今分かれている

んですけれども、それぞれの分野ごとに先ほどの公

認会計士であるとかそういったプロの専門家の方も

交えながら、病院で起きている実際の細々とした課

題だとかについて各病院で課題を持ち寄って、集まっ

たメンバーでその内容をたたいて改善策につなげて

 いくといったような取組も行っております。

　病院事業局としては今申し上げたような取組を通

す中で定期監査で受けた非常に厳しい内容になりま

したけれども、その改善に向けて一つ一つ取り組ん

 でまいりたいと考えております。

○玉城健一郎委員　この３年間が非常に新型コロナ

というような状況で、県庁全体もそうなんですけれ

ども、特に病院事業局、病院に関しては特に現場と

して非常に厳しかったというのがあると思いますけ

れども、ただそういう逆境だからこそ、今こうやっ

て改善点が出て、新たな病院に対してしっかりとし

た財務ができるような状況をぜひつくっていただき

たいですし、また病院事業局長も黒字化をしたと自

信も持っていましたので、ぜひ今後も黒字化に向け

 て頑張っていただきたいなと思います。

 　続きまして企業局のほうにお願いいたします。

　沖縄県水道事業会計決算審査意見書なんですけれ

ども、こちらも審査意見のほうで給水原価が供給原

価を上回ることになったということだったりとか、

安定給水の確保とさらなる経営基盤の強化に努めて

いただくよう要望ということでお話がございますけ

れども、こういった審査意見に対して企業局として

 今後どのように取り組んでいく予定でしょうか。

○志喜屋順治総務企画課長　御質問にお答えいたし

 ます。

　企業局では地方公営企業の経営の基本原則である

企業性の発揮と公共福祉の増進を図るため、平成30年

度からの20年間を計画期間とする沖縄県企業局中長

期計画を現在推進しているところでございます。そ

の中長期計画の中では安定した水の供給、それから

健全な経営の持続などの施策目標を掲げて取り組ん

でいるところでございます。その中で健全な経営の

持続の一環としまして動力費、それから薬品費の管

理強化などの取組を実施することや、それから新技

術の導入等による事務の効率化、高度化のさらなる
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推進に取り組むということで実施することとしてお

ります。引き続きこれらの取組を着実に実施するこ

とで安定給水の確保と経営基盤の強化を図っていき

 たいというふうに考えているところでございます。

 　以上でございます。

○玉城健一郎委員　企業局、今新聞とかで値上げの

議論もありましたけれども、ここ30年間この企業局

の中での努力の中で値上げをしてこなかったという

ところもあって、なかなかそこは非常に評価すると

ころだと思っています。今後この値上げをするとい

うことにやはり県民の声とかを考えるとなかなか難

しいところはあると思うんですけれども、企業局は

30年間この値上げをしてこなかった。こういったも

のに対してほかの都道府県だったりとか、水道事業

をやっているところというのは値上げの状況はどう

いった感じなんでしょうか。もし分かればお願いし

 ます。

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　企業局が都道府県への用水供給事業体を対象に

行った料金改定の検討状況の調査によりますと、19事

業体のうち17事業体でおおむね３年から５年ごとの

定期的な水道料金の見直しを行っているという回答

 がございました。

○玉城健一郎委員  今後この外部的な要因でかなり

燃料費が上がっているという状況もある中で少し見

直しというのも検討されていると思いますけれども、

ぜひ少し県民の負担とかそういったものも考えてい

ただきたいと思います。今回この決算の中でいわゆ

るＰＦＡＳに対する対策というのは予算としてどれ

 くらいかかっていますか。

○國吉真也配水管理課危機管理室長　お答えします。 

　ＰＦＡＳ等対策としまして、令和４年度に要した

額は総額としまして８億6000万円となっております。 

○玉城健一郎委員  この８億は活性炭の切替えの事

 業の予算でしょうか。

○國吉真也配水管理課危機管理室長  活性炭の取替

事業のほかに長田川取水堰の工事でありますとか、

海水淡水化施設の増量運転と調査業務なども含まれ

 ております。

○玉城健一郎委員  この対策も今後続いていくと思

いますので、そこに関してやはり国に対してこのＰ

ＦＡＳ対策に対する予算の要望というのはやってい

 くべきだと思いますけどいかがでしょうか。

○國吉真也配水管理課危機管理室長　これまで平成

28年度から実施しました県単事業等につきましては、

同年に防衛局に補償を要請したほか、令和元年６月、

令和３年２月、令和４年７月に関係部局と連携いた

しまして知事から各関係大臣宛て、費用の補償を含

むＰＦＡＳ等の対策の実施について要請を行ってま

いりました。引き続き今後も省庁等に強く求めてま

 いりたいと考えております。

 　以上です。

○玉城健一郎委員　よろしくお願いします。最後に

ですけれども、流域下水道のところなんですけれど

も、事業に関して執行率の低さが非常に目立ちます

けれども、これの理由の御説明をお願いいたします。 

○上原正司下水道課長　お答えします。 

　主要施策について令和４年度最終予算額70億449万

3000円に対し、決算額37億4693万3000円で執行率は

53.49％となっております。御指摘の執行率が低い理

由については、建設工事に伴う世界的な電子部品の

不足による納期の遅延等により翌年度へ予算32億

5162万3000円を繰り越したことによるものでありま

 す。

○玉城健一郎委員  この事業自体は今はもう滞りな

く行われているんですか。この繰り越した事業自体

 は令和５年度はきれいに行われているんですか。

○上原正司下水道課長  繰り越しまして工事のほう

は続けているものもありますし、また完了している

 ものもあります。

○玉城健一郎委員  コロナで工場が止まっていたと

いうところで世界的な半導体不足になっていて、今

は大分改善されている中……。工事自体は滞りなく

工事は進んでいるということでしたね。すみません、

 失礼しました。

　下水道の中で、いわゆる宜野湾の浄水場のところ

でＰＦＡＳ汚泥に対して検査を行っていると思うん

ですけれども、この検査費用とＰＦＡＳの検出状況

 をお願いいたします。

○上原正司下水道課長  お答えします。 

　令和３年８月に普天間飛行場からＰＦＡＳ等を除

去することとする汚水を下水道に放出したことを受

けて、宜野湾浄化センターでは流入水、放流水、下

水汚泥中に含まれるＰＦＯＳ等について年２回測定

しております。測定業務に係る令和４年度の契約額

は163万9000円であります。また令和５年１月の測定

結果では、下水汚泥の乾燥重量１キログラム当たり

ＰＦＡＳは16マイクログラム、ＰＦＯＡは２マイク

ログラム未満が含まれていることを確認しておりま

 す。

○玉城健一郎委員  分かりました。 

　今この土壌だったりとか汚泥に対してこのＰＦＡ
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Ｓの規制がどういうふうに、通知もない中でなかな

か難しいと思うんですけれど、今処分の仕方につい

て外部委託をすることで処分をしていてその外部委

託業者がコンポスト化によって、肥料堆肥化をして

いるというお話を伺いました。今のところまだＰＦ

ＡＳについてちょっとどういった状況なのかこれが

どれだけ影響するのかというのもまだ分からない状

況の中で、今大きく問題になっているので、ぜひこ

のコンポスト化自体は事業者に対して処分業者に対

して、ちょっと考えてみるようにしたほうがいいの

かなと思うんですけれど、その辺りいかがでしょう

 か。

○上原正司下水道課長  下水道汚泥については、下

水道法第21条の第２項において発生汚泥等が燃料、

または肥料として再生利用されるよう努めなければ

ならないとされており、現在流域下水道では廃棄物

処理業者にコンポスト処理を指定して下水汚泥の処

分を委託しております。一方、下水汚泥の有効利用

についてはブロック、れんが等の建設資材や固形燃

料などの様々の利用方法があることから、さらなる

有効活用を目指し多角的な検討を進めていく必要が

 あるものと認識しております。

○玉城健一郎委員  ぜひその辺りは考えていただい

 て、取り組んでいただきたいと思います。

 　以上です。

○國仲昌二委員長  玉城健一郎委員の質疑は終了し

 ました。

 　山里将雄委員。

○山里将雄委員　それではお願いします。たくさん

ではありませんのですぐに終わると思いますのでよ

 ろしくお願いします。

　沖縄県病院事業会計決算審査意見書の中からまず

は少し確認をさせていただきたいと思います。３ペー

ジのほうのこれは昨日から代表監査委員への質疑の

中でも何人かの委員が取り上げていたんですけれど

も、この27億円の過大申請の件ですね。これは今回

の決算には当然ながらその分は収入として歳入とし

て入っているわけですよね。そうすると今年度の令

和５年度の予算からそれを返さないといけないとい

うことになるんですけれども、これはもう補正予算

も組まれていたと思うんですけどね。この審査意見

書の中の５ページのほうでも非常に予算的に極めて

厳しい状況にあるというふうに指摘もされています

ので、この５年度に対する影響というのは――これ

だけの予算規模、決算規模でいうとそんなに大きく

はないのかもしれませんけれども、今年度の決算に

 対する影響等々についてはどうでしょうか。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　今御質問がありましたとおりですね。令和５年度

の当初予算に加えて補正予算を編成してこの返還分

を計上するという形になりますけれども、そのため

令和５年度の補正後になりますけれども、純損失に

ついては当然増加をすることになりまして今のとこ

ろ64億6000万円余りを見込んでおります。ただ令和

５年度の当初予算では当然ながら各病院の施設整備

であるとか、資産購入等々の所要額を当然計上して

おりますし、また病院事業経営に必要な運転資金に

ついても十分確保しております。したがいまして今

回の補助金返還が経営に影響を及ぼすものではない

 というふうに考えております。

○山里将雄委員  分かりました。 

　一応その確認でした。続きまして、審査意見の中

から７ページのほうですね。２のほうの医師等の医

療スタッフの確保についてということなんですけど、

これは14ページの職員数とも関連づけながら聞いて

いきたいと思います。令和４年度末の条例定数が

3175人であるということになっています。令和４年

度末の現員合計が3165人と。前年度と比較して109人

増えているんですけれども、3175人に対して3165人

というふうにも、要するに定数をほとんど満たして

いる状態なんですよね。先ほど健一郎委員からも職

員数について質問はあったんですけれども、今のよ

うな厳しい状況の中でこの定数というのがどうなの

かと思うんですね。この定数を改定するとか、そう

 いう予定とかお考えはないんでしょうか。

○照屋陽一病院事業企画課長　お答えします。 

　定数に関しましては毎年各県立病院からの要望の

ある組織定数について、この県立病院の役割とか地

域の医療提供体制とか経営の影響等々を総合的に勘

案して見直しをしているところなんですけれども、

現在令和６年度の組織定数に関しまして各病院から

の要望に対してヒアリング等を行っておりまして、

今後この必要と認められる定数がその条例定数を超

える場合には当然――所管が知事部の総務部になる

ものですから、総務部と条例改正について協議する

 ということとしてございます。

 　以上です。

○山里将雄委員  この７ページのほうで、県立病院

の一部においては医師の欠員等により診療科の休診

や診療の制限が行われているというふうにも指摘さ

れているわけですよね。これは今もそのような状況

が続いているんですか。この医師が不足している病
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 院というのはどこがありますか。

○照屋陽一病院事業企画課長  お答えします。 

　令和５年９月１日現在で県立病院において医師が

不足で診療休止を行っているのは、北部病院の泌尿

器科、中部病院の眼科、八重山病院も同じく眼科の

３診療科となっております。また一部診療制限を行っ

ているのは、北部病院の脳神経外科、中部病院の泌

尿器科、中部病院の小児科の３診療科となってござ

 います。

 　以上です。

○山里将雄委員　北部病院のことが含まれていると

いう答弁があったんですけれども、これを聞いたの

は、今準備が進んでいる北部医療センターですね、

新たな病院のこの定数について、どうなのか非常に

心配しているものですから。今転籍希望とかを取っ

て北部医療センターの2028年度の開院に向けて、職

員数の確保について努力なさっているということは

分かっているんですけれども、現にこうやって足り

ないような状態があるという中で、本当に北部医療

センターの医療スタッフの確保が可能なのか、でき

るのかというのが心配なんですね。その辺について

 はどのようにお考えですか。

○諸見里真病院事業統括監  お答えいたします。 

　県立北部病院と医師会病院を統合して新しい病院

をつくる。これは令和10年度開院を今予定しており

ます。当然これ組合をつくって一義的にはそちらの

ほうでしっかり医師、看護師等の人員を確保してい

くと、鋭意努力していると思います。ただ開院まで

に、特にこれ看護師なんですけれどもそれを十分に

確保できるかはこれからだと思います。ただ10年度

にフルでそろうのが厳しければですね、協定書の中

でしっかり当面３年間は県等からの派遣を考えてい

る形で打ち込んでいますので、その分についてはぎ

りぎりになると思います。直前辺りまで調整をして、

足りない分は県のほうから派遣を考えていくという

形になっています。ただそのときに当然県立北部病

院を廃止しますので転籍と派遣で協力しているカウ

ントをしながら、新採用を抑制していきながらとい

う難しいハンドリングはしていかないといけないで

すけど、当然ながらこれは北部医療の提供体制を整

えるわけですから、最大限県立病院としては支援し

 ていくという形で考えております。

 　以上です。

○山里将雄委員　今御説明いただいて少し安心した

んですけれども、北部医療組合が一義的には考える

ものだというのは少し無責任な印象もあったんです

けどね。やっぱりそこは病院事業局としてもしっか

りと取り組んでもらいたいなというふうに思ってい

 ますのでよろしくお願いします。

　最後にですね。水道事業会計についてなんですけ

れども決算審査意見書の２ページのほうですね。昨

日からこれも何名かの委員からの指摘もあったんで

すけれども、いわゆる料金改定の件ですね。１点だ

け確認をさせてください。昨日は代表監査委員への

質疑もあったんですけれども、純利益が740万円ぐら

いまで減ってきていると。これまでも２か年間５億

ずつぐらい減っているということで、しかも30年で

すか、長い間料金改定もしていなかったということ

ですので、この料金改定はやむを得ないのかなとい

う思いはあるんですけれども。ただですね、今これ

だけいろんなものを値上げしている、値上がりが続

いている燃料費とか、電気料とか各家庭への影響も

相当大きく出ている中で、やっぱりその水道料金ま

で上がるとなると県民生活にかなりの影響があるも

のですから、当然そうなると皆さんのほうで上げる

とそれぞれの水道事業者もその検討に入っていくと

思いますのでね。皆さんから頂いた資料を見ると燃

料費調整単価が下落基調にあることから、その推移

を見極める必要があるというふうになっているんで

すけれども、料金改定を行わないという道筋、可能

性これもまだあるというふうに考えていいんでしょ

 うか。

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　今現在財政見通しを精査しているところではある

んですけれども、その中ではやはりかなりの内部留

保資金が減少するという見通しになっておりますの

で、現状の考え方では料金改定をせざるを得ないの

かなということで考えているところでございます。

これについては外部の経営評価委員会の御意見でも

料金改定の必要性については必要だということで御

 意見をいただいているところでございます。

○山里将雄委員　分かりました。 

　まあ言ったとおりですね、できるだけ県民生活に

影響が出ないように考慮しながら、今後も検討して

 いただきたいと思います。よろしくお願いします。

○國仲昌二委員長　山里将雄委員の質疑は終了しま

 した。

 　当山勝利委員。

○当山勝利委員　水道事業会計審査意見書を基に質

疑をさせていただきます。その３ページですけども

決算ですのでその決算の数値のほうを確認させてい

ただきながらと思っています。まず水道事業収益な
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んですけども、こちらのほうが前年度と比べて１億

6017万円余り減少しております。その理由について

 まず伺います。

○又吉直人経理課長　お答えいたします。 

　今委員のほうから決算審査意見書のほうでの確認

がありましたが、企業局のほうで御用意しました決

算書も使って説明させていただきます。タブレット

のほうに表示いたします。企業局決算書の22ページ

になります。企業局の事業収入に関する事項としま

して表で表示しておりますけれども、この表の中の

営業外収益の中の長期前受金戻入のほうが対前年度

比で約２億6500万円減少したことが主な要因となっ

 ております。

○当山勝利委員　ちょっと教えていただきたいんで

すけど、この長期前受金戻入というものはどういう

 性質のものか御答弁いただけますか。

○又吉直人経理課長　お答えいたします。 

　企業局のほうでは管路とか浄水場とか水道施設を

有しておりまして、その施設を整備する際に国庫補

助金を使って整備することが多いです。こういった

施設は償却資産といいまして毎年減価償却という処

理を行っております。ですが減価償却を行う際に資

産の価値をどんどん落としていくんですけれども、

補助金を取得して整備した施設についてはこの補助

金というのを一旦前受金という形で受け入れまして、

これを毎年減価償却に併せて補助金見合い分を減価

償却とともに補助金をもらった金額も毎年減額して、

これを収益化するという処理を行っています。今回

この長期前受金が減少した理由としましては、先ほ

ど決算書のほうで22ページを表示しましたが、その

次の23ページのほうに事業費に関する事項というも

のがございまして、こちらの中に減価償却費という

費用があります。こちらも対前年度比で３億7000万

円減っておりますが、これは令和４年度のタイミン

グで過去に整備したポンプ場であったりといった施

設が減価償却を終えたということで対前年度比で費

用も減っていますが、その見合いで前もっていただ

いた補助金分の収益分、長期前受金戻入も減ったと

 いう形になっております。

○当山勝利委員　この減った減価償却分ですよね。

これもまた計画的に見える数字なので、先ほどもあ

りますけど、結局企業局の営業の中でこの減価償却

分の減が今回の長期前受金戻入の減少に至っている。

それも今後も続くだろうということで理解していい

ですか。つまりどんどん減っていくと。その長期前

受金戻入というものがどんどん減っていくんだとい

 うことでいいですか。

○志喜屋順治総務企画課長  お答えいたします。 

　減価償却費につきましては、今後老朽化施設の更

新、それから耐震化の推進ということで施設整備を

実施していかないといけないというところがありま

すので、それらの施設整備を実施することで減価償

却がまた再び上昇傾向になるということになります。

そういうこともありまして、それに伴った先ほど説

明がありましたとおり減価償却費に伴う長期前受金

戻入についてもそこに比例して上昇していくような

 推移が今後の見通しとして考えられるところです。

 　以上です。

○当山勝利委員  次に移ります。水道事業費用が３億

9768万円ほど増加していますがその理由について伺

 います。

○又吉直人経理課長  お答えいたします。 

　審査意見書で表示されております３ページの中の

水道事業費用の増加の要因ですけれども、こちらの

営業費用が３億4900万円余り増えて増加したという

ことになっております。この営業費用の中身なんで

すけども、こちらのほうにつきましては、すみませ

ん、先ほど表示しました決算書のほうでまた御説明

いたします。決算書の24ページのほうに費用の性質

別の内訳がございまして、この中の動力費のほうが

対前年度比で約６億9500万円増加したことによるも

 のとなっております。

○当山勝利委員　すみません。この動力費というも

 のは何か説明していただけますか。

○又吉直人経理課長　企業局の場合は、水源地から

水を取水しまして浄水場まで水を送って処理した水

を水道としてサービスを提供しているんですけれど

も、その際に取水するためのポンプであったりとか、

あと浄水場で水を処理するための電気機械設備のほ

うで電力を多く消費しますので、この電力のかかっ

 た料金を動力費というふうに呼んでおります。

○当山勝利委員　次に移ります。特別損失という項

目がありますがこの特別損失が１億円増加しており

ます。そもそもこの特別損失というものの性質と増

 加した理由について伺います。

○又吉直人経理課長  お答えいたします。 

　まず特別損失とは通常の経営活動に伴うものでは

なく、特別な要因により発生した臨時的な損失のこ

とを指します。今回特別損失が増加した主な要因と

しまして北部のほうにあります国ダムの維持管理負

担金のほうで国のほうで過年度分の負担金算出方法

に誤りがあったということで過去５年分の追加の納
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付の請求があったものですから、こちらのほうで特

別損失で処理して支払いのほうを行ったものであり

 ます。

○当山勝利委員　ということはあくまでも今回の増

えた理由としては、先ほど言われた計算の誤りがあっ

たということで次年度はまた前年度、要するに令和

３年度と同じくらいの特別損失額になるということ

 でしょうか。

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　令和５年度の予算値でございますけれども１億

2700万円程度の予算として特別損失を見込んでおり

ますが、すみません、手元にその根拠となる資料が

ございませんので、この場では特別損失については

令和４年度と比べますと、令和４年度が212万3000円

で差額としましては前年度に比べると１億2500万円

 程度増額で予算化しているところでございます。

 　以上です。

○当山勝利委員　そうすると特別損失と言われる額

は、令和４年度が１億3000万円の負担金がほぼその

まま令和５年度も引き続き負担金として納めなけれ

 ばいけないという理解でよろしいんですか。

○志喜屋順治総務企画課長  お答えいたします。 

　特別損失につきましてはその年その年で発生する

損失について計上するものでございますので、今回

の令和４年度で計上させていただいているものにつ

 いては、継続して発生するものではございません。

 　以上です。

○当山勝利委員　そうするとこの特別損失自体もそ

の年によって変わってくるということの御答弁だっ

たと思うんですね。まず過去の特別損失はその令和

３年度と同等の860万円ぐらいだったのか。1000万円

前後だったのか。今後は先ほど１億円台のものが引

き続き、特別損失として出てくるのか。そこら辺は

計上の見立てとして必要だと思います。そこは御答

 弁できると思います。どうでしょうか。

○志喜屋順治総務企画課長  特別損失につきまして

は、先ほども述べさせていただきましたとおり、そ

の年その年で発生する損失になりますので、額はご

ざいますけれども同じものが次の年も発生するとい

うものではなくて、その年その年で発生するという

ことからすると、将来それが発生するかどうかとい

うのは見通しとしては見込めないというところがあ

りますので、特別損失については将来計画としては

見込まないというふうなことで考えているところで

 ございます。

　実績で述べさせていただきます。特別損失ですけ

れども令和３年度が862万円程度、令和２年度が

1768万円程度、令和元年度が2996万円程度で、平成

30年度が１億104万円程度というような推移となって

 おります。

○当山勝利委員　分かりました。 

　かなり開きがあるので、そこら辺は今後予測はつ

くのか、全く予測がつかないのか。損失なので出て

いく額がそれだけ上がったり下がったりすると、計

上的にすごい幅を持たさないといけない、余裕を持

たさないといけないということになっちゃうので、

そこら辺はこれまでそうやって来られたのか、また

 これからどうやっていかれるんですか。

○志喜屋順治総務企画課長  現在見込んでいる見通

しにつきましては、料金算定の手引等を参考にさせ

ていただいております。そこについては通常で見込

めるものについては、経常的な費用として見込むと

いうことになっておりますけれども、それが見込め

ないものについてはその手引等に基づくと計上しな

い、算定しないというふうなことでやっております

ので、こちらの考え方としてはそういった見込めな

いものについては現在見込まないというふうなこと

 で考えているところです。

○当山勝利委員　分かりました。 

　いずれにしてもそれだけ幅があるということはあ

る程度経営的な余財というのかな、余剰がないとこ

こら辺吸収していけないということで理解してよろ

 しいでしょうか。

○石新実企業技監  特別損失のお話がずっと続いて

おりますけど、一方で特別利益というのもあるんで

すけれども、前年度なり前々年度なりでお話が来て

いて計上できるものは当然予算化いたしますけれど

も、中にはできないものもありまして、そういった

場合は流用なりそういった形で対応していくことに

 なろうかと思います。

○当山勝利委員　先ほど来議論させていただいてい

ますけれども、そこは見込めないものは見込まない

ので、でも出てくるものは出てくるわけですから、

それなりの余裕がないと駄目ですねという話をして

 いるつもりなんですけどね。まあ分かりました。

　次に移ります。その下ですね。ここで純損益と書

かれています。２ページは純利益と書いてあったん

ですが、去年から比べると、令和４年度740万円、そ

の前令和３年度が５億6500万円。その前の令和２年

 度はどれだけ純損益があったんでしょうか。

○又吉直人経理課長  令和２年度の純損益でござい

ますが、金額で11億3892万3349円となっております。 
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○当山勝利委員　令和２年度で11億円。それより前

は大体でいいんですが同じぐらいあったと理解して

いいですか。 

○又吉直人経理課長  その前の令和元年度につきま

しては約９億1000万円。平成30年度が３億9000万円

となっております。 

○当山勝利委員　分かりました。 

　増減はあるにしろ令和４年度の純損益はかなり

減ってきている。下手すると赤字になったかもしれ

ないというようなかつかつの状況だということが分

かりました。こういう中にあって先ほどもあります

けども、値上げのこと、動力費が７億円も増えたと

いうことでかなり厳しい状況だということ。それか

ら特別損失も年によって出たり出なかったりはある

けども、その分をしっかり拠出するためにはある程

度余財がないのかなという理解をいたしました。そ

ういう中にあってですね、昨日監査のほうで聞きま

したけれども、経営基盤の強化に努めていただくよ

うに要望するということでしたけども、最後この部

分ですね企業局として今後、経営基盤の強化をどう

いうふうに強めていかれようとしているのか御答弁

いただけたらと思います。 

○志喜屋順治総務企画課長  お答えいたします。 

　先ほどもお答えいたしましたが、企業局としまし

ては経営基盤の強化に向けて沖縄県企業局中長期計

画を現在推進しているところでございます。その中

で経営基盤の強化に向けた様々な施策目標を掲げて

おりますので、そこを着実に推進するということで、

引き続き経営基盤の強化に取り組んでまいりたいと

いうふうに考えているところでございます。 

○当山勝利委員　その計画に基づいてやられるとい

うことは分かるんですが、大体具体的にどうされて

いくのか答弁できませんか。 

○志喜屋順治総務企画課長　経営基盤の強化に向け

ての取組としまして、例えばですが動力費ですとか、

薬品費等については毎月月次レポートというのを提

出させていただきましてそのときそのときの費用が

対前年度比どうだったのかというところを分析する

ことで、そういった費用の今後の高まりですとかそ

の削減の可能性とかというのを検討するですとか。

あと経営コストの縮減に向けて施設整備費も高騰す

るところがございますので、そういったところにつ

きましては企業局の設備の仕様そのものを見直して、

例えばスペックダウンするですとか、あと施設の統

廃合を引き続き検討しまして、そういったトータル

のコストを削減するですとか、そういったところの

部分での取組を着実に推進して経営基盤の強化に努

めていきたいというふうに考えているところでござ

います。 

○國仲昌二委員長 これで当山勝利委員の質疑は終了

しました。 

　瀬長美佐雄委員。 

○瀬長美佐雄委員　病院事業局会計に関する質問を

行います。まず決算ですがコロナに関わる業務とい

う点では文字どおり県立病院の果たした役割は本当

に重要だったと思いますし、県民の生命・健康を守

ると。生活の安心を支える重要な役割を担ってこら

れた皆さんに敬意と感謝を申し上げたいと思います。 

　質問ですが一つコロナ病床確保事業との関わりで

意見書で言うと３ページに記述されていまして、経

緯や原因については分かってはいます。ただ過大申

請に関しては各病院の額が違うと。適切な処理ある

いは要項を読みこなして対応した病院もあればそう

でもないという差が出たのかなと思って、この件に

関してはなぜそういう状況なのかを伺います。 

○當銘哲也病院事業総務課新型コロナウイルス感染

症対策室長　お答えします。 

　今回の補助金の過大申請については、主に２つの

理由があります。１つ目は病床確保料の対象となら

ない退院日の病床数を誤って空床とするなど空床病

床数を過大に計上しておりました。２つ目としまし

ては一般病床の単価を適用すべきところを誤ってＨ

ＣＵ病床の単価を適用するなど単価がより高額な病

床確保料の病床単価を適用しておりました。その１つ

目の空床病床数を過大に計上していたという事案に

ついては、全ての県立病院で判明しておりますが、

２つ目の病床単価を誤って適用していたという事案

というのは県立６病院中、南部医療センター・こど

も医療センター、宮古病院、八重山病院の３病院で

判明しています。この病床確保料の病床単価は、例

えば一般病床とＨＣＵ病床では約３倍の差がありま

す。そのため適用する単価を誤った先ほどの３病院

については返還予定額が比較的大きい結果となって

おります。 

　以上です。 

○瀬長美佐雄委員　今回令和２年度、３年度分だと

いう点では、４年度分はどうなっているのか、気に

なるのでその点を明らかにしてください。 

○當銘哲也病院事業総務課新型コロナウイルス感染

症対策室長　お答えします。 

　令和４年度分の病床確保料については対象病床数

の計上誤りや病床単価の適用誤りが一部判明してお
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ります。現在全体的な精査を行っているところであ

ります。令和４年度分の病床確保料はまだ全額は交

付されておりませんので、交付元であります保健医

療部と調整をしまして、過大申請分は基本的には今

後令和４年度分として病院事業局が交付を受ける予

定の病床確保料と相殺して処理することとしており

ます。ただ、相殺処理によってもなお過大申請とな

る場合については、返還時期について保健医療部と

調整をしまして、令和５年度補正予算の編成または

令和６年度当初予算への計上により対応していきた

 いと考えております。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員  今年度返還するということとの

関わりで言うと、今年度の経営に関する影響が懸念

されます。どういった影響の程度になるのか伺いま

 す。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　令和５年度の当初予算には先ほども申し上げまし

たけれども、既に施設整備であるとか資産購入、修

繕費等の所要額は計上しております。それからこれ

に加えまして日々病院事業の経営に必要な運転資金

も十分に確保しておりますので、今回の補助金返還

が病院経営に影響を及ぼすものはないというふうに

 考えております。

○瀬長美佐雄委員  コロナ感染症対応に伴う国から

の交付金事業やそれの金額内容で予算執行状況等に

 ついて伺います。

○宮平直哉病院事業経営課長  お答えします。 

　コロナ対策では主に３つの補助金を活用しており

まして、１つがコロナの患者さんを受け入れる入院

病床を確保した医療機関に確保料を支給する補助金。

新型コロナウイルス感染症患者等入院病床確保支援

事業補助金という名称で４年度の決算額で約92億

5000万円となっております。それから２つ目として

コロナの患者さんを受け入れた医療機関に協力金と

いう形で支給をする新型コロナウイルス感染症医療

機関の協力金交付事業というものでこちらが６億

9500万円、令和４年度の決算でそういった実績となっ

ております。３つ目はコロナ患者を受け入れるため

の医療機器等の整備に要する補助として新型コロナ

ウイルス感染症患者等入院医療機関等設備整備事業

費補助金ということでおよそ5100万円を令和４年度

受け入れております。したがいましてこの３つの補

助金合計でおよそ99億9600万円を受け入れておりま

 す。

○瀬長美佐雄委員  経営計画の推進ということで基

本目標は全て目標値を上回ったと書いてありまして、

その意味するもの、あるいはそれによって期待され

 る効果という点ではどういう評価でしょうか。

○宮平直哉病院事業経営課長  お答えします。 

　前の沖縄県立病院経営計画では、今委員からお話

がありましたように、経常収支の黒字確保であると

か、それから投資資金の確保、手元流動性の確保の

３つの基本目標を定めておりました。この３つの目

標については令和４年度でいずれも達成をしており

 ます。

　その影響なんですけれども先ほど来申し上げてお

りますように今後コロナに関連する支援金であると

か補助金というのは低減していくであろうというこ

とは予想しておりますので、今後は病院経営に当たっ

て地域の医療機関との連携に伴って、入院の患者さ

ん、通院の患者さんを呼び戻すような取組であると

か、それから職員の時間外勤務の縮減であるとか、

経費の見直しによる縮減であるとか、そういった日

々の取組を行うことで病院経営の改善に向けて取り

 組んでまいりたいというふうに考えております。

○瀬長美佐雄委員　６ページに未収金対策が記述さ

れています。メディカルソーシャルワーカー等によ

る納付相談や福祉部門との連携をすると。これはと

ても大事な業務なのでそこら辺の取組をしっかりと

 対応されているということなのか状況を伺います。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　県立病院には今年の９月１日現在で31名のメディ

カルソーシャルワーカーが配置されております。こ

のメディカルソーシャルワーカーの皆様というのは、

経済的理由で支払いが困難となった患者さんが受診

する際、未収金の担当者と連携をしてその患者さん

の個々の状況に応じた対応――例えば生活保護の受

給申請の案内であるとか、分割納付の案内であると

か、また支払い方法についてコンビニ払いができる

とかそういった納付方法の案内等を行っております。

そういった取組を行うことで未収金の縮減に努めて

 おります。

○瀬長美佐雄委員　７ページに移りますが、財務に

関する是正について厳しい指摘を受けています。事

務の不適正な処理が依然として多いということの状

況。その指摘を受けてしっかりと取組がなされてな

くて国庫の返還やら不適正な現状も続いているのか

なと懸念されている。それに対してどういうふうな

対策をされているのか。この記述の中で言うと今年

度については総務事務センターを設置して集約化に

着手していると。実際それを設置した効果、改善さ
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 れているのかどうかの状況を伺います。

○平田いずみ病院事業総務課病院総務事務センター

室長　これまで病院現場における給与関係を中心と

する事務執行上の課題としては主に３点ございまし

た。１点目は病院における給与関係の事務手続が紙

媒体により行われており非効率な部分があること。

２点目は病院ごとに配置された少数の給与担当職員

が事務を担っており、さらに手計算や手入力が生じ

るなど事務処理に時間を要すること。３点目は病院

ごとの事務の取扱いに相違があり事務処理誤りの指

 摘、過不足払いが生じていたことです。

　病院事業局ではこのような課題を解決するため、

病院で行っている職員給与事務等を集約化し、事務

処理の効率化、適正化及び担当職員の負担軽減等を

目的に令和５年４月に病院事業総務課内に病院総務

事務センターを設置し、一部の事務を開始したとこ

ろです。令和５年度は効率化の要となる病院総務シ

ステムを稼働させるとともに、先行的に北部病院及

び宮古病院において通勤手当及び時間外勤務手当な

どの事務移管を完了させる予定です。そのほかの４病

院の事務移管についても段階的に進め、令和７年度

には全て完了する見込みです。病院総務事務センター

の設置により課題改善が図られるものと考えており

ますが、設置の効果については来年度以降検証して

 いきたいと考えております。

○瀬長美佐雄委員　ありがとうございます。 

　コロナ前との比較がどうなっているのか。外来、

入院患者数の推移。実際戻ってきているという状況

 なのか伺います。

○宮平直哉病院事業経営課長  お答えいたします。 

　コロナ禍前の令和元年度との比較になりますけれ

ども、入院患者数は約65万人。令和４年度は54万人

ということで入院患者数はおよそ10万人減少してお

ります。それから次に外来患者数ですけれども令和

元年度が約78万人で令和４年度が71万人ということ

で、こちらも７万人減少しているということです。

合計すると、入院、外来の患者さんで合計17万人減

 少しております。

○瀬長美佐雄委員　現在、コロナに関して言えば５類

になったという点では、今年度は去年と比べて一転

増加傾向ということなのか、どんな対応でしょうか。 

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　患者さんの数ですけれども、依然として現状とし

てはコロナ前の状況には回復はしておりませんけれ

ども、対前年度比で見ていると徐々にではあります

けれども回復傾向にはあります。今後としてはこの

患者さんの受診動向の変化を当然注視しますけれど

も、この患者さんの獲得に向けて先ほど来申し上げ

ているように、例えば地域の病院との役割分担を進

めるとか、クリニックの先生方との情報交換を得な

がら、県立病院に患者さんを戻すような取組を地道

に進めるとか、そういった取組を強化してまいりた

 いというふうに考えております。

○瀬長美佐雄委員　コロナ感染治療に係る県立病院

が果たした役割は本当に大きいと思いますが、それ

全体として占める県立の割合、あるいはコロナ対応

 に対してはどういう評価をしているのか伺います。

○當銘哲也病院事業総務課新型コロナウイルス感染

症対策室長　お答えします。 

　県立病院では県の病床計画に基づきまして県全体

の確保病床の約３割を占めるコロナ病床を確保し、

コロナとコロナ以外の両方の患者を受け入れており

 ます。

　コロナ患者の受入れについては主に人工呼吸、Ｅ

ＣＭＯなどの重症・中等症患者の受入れや離島にお

けるコロナ患者の対応。妊婦や新生児、精神疾患を

有する患者の受入れなど、県立病院以外の医療機関

では対応が困難なコロナ患者を受け入れておりまし

て、今年９月11日までの集計になりますがこれまで

8774人のコロナ患者を受け入れました。またコロナ

感染症の位置づけが５類に移行する前までは高齢者

介護施設等へ感染症専門医や感染症認定看護師等を

派遣し施設内の感染防止の指導等を行ったほか、軽

症者用の宿泊施設や入院待機ステーション、それか

らワクチン集団接種への職員派遣など、県コロナ対

 策本部からの要請に対応してまいりました。

　県立病院は今後もコロナとコロナ以外の医療の両

立を図り県立病院としての役割を果たしてまいりま

 す。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員　県民の命を守るというとりでと

して本当に頑張ってこられた皆さんに敬意を表した

いと思います。ただ、意見書の８ページに記述され

ているのが、引き続き医療スタッフの心身両面への

ケアに努めていただきたい。いわゆるメンタルサポー

トの体制を充実させてほしいという意見が付されて

います。これに対してやっぱり大事な観点として現

状はどうなっているのか、指摘を受けて拡充してい

 るということなのか伺います。

○宮城和一郎病院事業総務課長　お答えします。 

　病院事業局におきましては、医療従事者だけでは

なくて事務職員も含めてメンタルケアには留意して
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いるところです。労働安全衛生に基づいた会議です

とか、医師と看護師の委員会を設けまして休職に入っ

ている職員の復帰に向けた対応等を行っています。

今後ともメンタルサポートの体制に向けては充実を

図って、知事部と同様な対応にはなりますけども、

労働安全衛生委員会等を適宜開催しながらケアに努

 めてまいりたいと考えております。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員　コロナが今５類になったといっ

てもまた再度の流行もあり得るという点では、この

間の経験の蓄積、何を教訓とすべきかという点では

今こそしっかりとした対応に備えるというふうなの

が求められていると思うんですね。そういう観点か

らですが、一つは保健医療部との関わりで今統括す

る本部への派遣対応、あるいは入院待機ステーショ

ンといったものへの対応、大きかったと思うのは福

祉部門との連携で言うと、老健施設、クラスター発

生した施設に対する対応でも頑張られたというのも

先ほど対応がありましたけれども、そことの関連で

病院事業局として今回のコロナにどう対応できたの

かという点ではきっちりと教訓化する必要があろう

かと思うんですね。一つは医師、看護師の体制、今

の対応ができたのかということであったり、院内の

クラスターも発生して、罹患してしまって医療が対

応できなかったりと。もう本当に現場は苦労された

と思うんですが、それについての課題としてどうい

うふうに位置づけているのかというのをまず伺いた

 いと思います。

○本竹秀光病院事業局長  ありがとうございます。 

　まず教訓というか蓄積の話ですね。2009年の新型

インフルエンザのときに、これは国もそうですけれ

ども沖縄県はかなり先行的でいい診療をやっていた

とＮＨＫの報道とかがいっぱいありました。そのと

きは僕は中部病院だったんですけれども、一番大き

かったのは中部保健所、中部病院、医師会等々が非

常に連携を組んでいたということがあります。その

あと特に中部病院で感染症の委員会が活発に動くよ

うになっていたんですけれども、いかんせん今回の

コロナで一番大きな問題になったのは保健所の職員

がずっと減らされてきたのは皆さん御存じだとは思

うんですよ。今回それが大きな反省になっていると

思うんですけれども、やっぱりそこの見直しが必要

ですし、だから平時からそういう保健所と病院、あ

るいはそのほかも全部含めてですけれども、連携あ

るいは提携をしていくということをこれから蓄積し

て残しておかないと、次の感染症に多分恐らく対応

できないと思うんですよね。それはみんなすぐに忘

れてしまいますので、それはどういうふうにして蓄

積するかというのはみんなで協議する必要があると

思います。だから県立病院の現場においてはかなり

それぞれの病院で苦労していましたし、もちろん職

員も感染するリスクは当然あるわけだから、そうい

う意味では各院長含め苦労されていることは聞いて

おりましたし、病床を一時縮小して職員を休ませた

りとか、そういうふうに乗り切ってもらったことに

は病院事業局長としては非常に感謝してはいます。

そういう日頃の対応を平時のときから今回の教訓と

して、そういう感染が起こったときには患者を守る

のが一番ではあるんですけれども、職員を守らない

と患者も守れませんので、そういうところに取り組

 んでいくことが重要かなとは思っています。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員　保健医療部と福祉の連携も大事

ですし、皆さんの病院事業局との関わりはやっぱり

重要です。これについては本来国がコロナ対応をやっ

てきて、検証的に各地の取組をデータとしても集約

してそれをどう生かすかという点で本来すべきと。

その関わりなんですが、コロナ感染に関わった状況

を国としてデータの提供、どんな状況、教訓という

のを集約というか報告というのを求められている状

況なのか、国、厚労省からはそういった要請という

のがあるのかないのかちょっと確認させてください。 

○當銘哲也病院事業総務課新型コロナウイルス感染

症対策室長　そういった振り返りといいますか、そ

ういう検証を行うような指示というのは国からも保

 健医療部のほうからも今のところはないです。

 　以上です。

○瀬長美佐雄委員　現場としてやっぱり教訓化する

という努力とそれを継承するという努力はぜひやる

べきだと思ってまして、それに対しては病院事業局

として、各病院での対応でよかった、あるいは課題

だったというのを集約して、やっぱりまとめてそれ

を報告書的にやった上でそれを国に提供もするとい

う対応もすることが国全体の対応を善処させるとい

う点にもつながろうかと思います。国がどうのとい

うよりも自らの中で各病院も苦労された、対応にど

んなことが課題だったということを明らかにする上

で大事かなと思うんですが、そういった対応、準備

 はどうでしょうか。

○本竹秀光病院事業局長  大事な指摘ありがとうご

ざいます。実はまた2009年に戻りますけれども、国

は総括を１年後に実施して、ネットで調べられたら
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分かると思いますけれども出しているんですよ。立

派なことがいっぱい書かれているんですけれども、

やっぱり生かされていないなと個人的には思ってい

たんですけどね。今回も国とか何とかという話では

なくて、今御指摘のとおり、県立病院は県立病院で

総括しないといけませんので、恐らくある程度収束

した段階でこれはやっていかないといけないと思っ

 ています。ありがとうございます。

○瀬長美佐雄委員　今回保健医療部の頑張りもあり

ますが、ＰＣＲの定期検査を医療現場で２週間に１回

とかという頻度でされたかと思います。このＰＣＲ

検査も現場としては早期キャッチにつながり、対応

につながったということなのか。これ一つとっても

きちっと評価、分析すべきと思うのですが、中には

２週間ではなくて毎週すべきだという意見もありま

した。そこら辺では現場の感触としてどういう評価

なのか明らかにできるのであれば伺いたいと思いま

 す。

　ワクチン接種もしかりでした。なかなか全国に比

べてワクチン接種が進まないと。果ては医療現場に

おけるワクチン接種もどうなのかという声もいただ

 きました。

　最後にします。各病院におけるこの間の努力が本

当に反映された決算であればとは思うのですが、コ

ロナ対策に絞って現場の努力、現場ではどういう教

訓が明らかになっているのかと。あるいはまた課題

も明らかになったかと思いますので、設備機器がこ

の国からの事業でしっかりと対応でき、今後にも備

えることは完備できたのかどうか、まだ不足なのか

等々もありますし、現場の責任者としてこのコロナ

対応、今後に備えるという点から言えば、事業局へ

の要望ということも含めて伺いたいと思います。よ

 ろしくお願いします。

○久貝忠男北部病院長　教訓というのはよいことも

悪いこともそれを糧にしていくことだと思っていま

す。北部病院に関しては、先ほど事業局長が答弁し

ましたけれども、誇れるシステムとして３者連携と

いうことで保健所、県立北部病院と医師会病院、も

う一つは医師会と。医療資源が乏しいのでそれをしっ

かりやっていこうということで、保健所は疫学調査

――本来は感染管理というのは保健所の役割なんで

すけど、医者が１人しかいないんですね。保健所は

できない。それで高齢者施設でクラスターが発生し

たら北部病院の医師にお願いして、そこの感染管理

に当たると。北部病院の場合、陽性者外来というの

をやって、とにかく早くリスクを見つけて重症化し

ないようにやりました。これも新聞で報道されてよ

かったなと思います。医師会は何をやったかという

と、ワクチンとか、軽度の発熱外来を診たりとか、

ＰＣＲを積極的にやるとか、あとは中等症の患者を

病院に入れると。こういう３者連携が非常にうまく

いったと思っています。これは医療資源が少ないと

いうことがなせる技であるんですけど、これはもし、

新興ないしは再興感染症が出た場合にはこれは深め

 ていきたいと思います。

　悪いこととしては、課題としてこれは残っていく

んですけど、人がいないんですね。北部病院に関す

ると感染症の専門家がいません。ＩＣＵのドクター

もいません。総合診療科が当たるんですけど、その

辺がやっぱり手いっぱいで、総合力を持つドクター

の育成というのが、そういうふうな人的な厚い人材

育成という、簡単に言えばそういうふうになるんで

 すけど、それが課題かなと思いました。

 　以上です。

○玉城和光中部病院長　いい点に関しては、久貝先

生や局長のほうからも幾つか2009年の経験を踏まえ

ているということの話をされていますけども、私の

ほうからは少し教訓というか課題となったところに

関して話したいと思います。標準予防策とかいわゆ

る感染対策をしっかりするということを職員に徹底

して行う指示を僕たちが出すんですけれども、やは

り御存じのとおり職員も感染で休んだり、当院は一

番多いときで産休、育休が大体70人余りいまして、

さらに感染で休んだという人たちが多いときで100人

余りいて、180人余りの職員の人員欠損が出たという

ときがあったわけですね。そういう職員が少ないと

き、いわゆる当然のことながら多忙な状況となって

くると、この感染対策がどうしても十分できなくなっ

てしまうと。ハッパをかけてやるようにと言っても

やっぱり現場が多忙になればなるほど、感染対策は

破綻というか実施できなくなるという状況が生じて

おりました。ですので十分産休、育休含めて、こう

いうパンデミックが起こったときには休む人たちを

想定した上での人員を、特に看護師は十分必要な状

況があったと。明らかにやっぱり足りてはいないだ

 ろうというふうに思っております。

　そしてまた新型インフルエンザが出るかもしれま

せんし、ほかの新興感染症も出るでしょう。今回の

コロナの新興感染としての発症初期の混乱が結構い

 ろいろ教訓として出ています。

　職員も職員で大変で子供さんとかの登園拒否とか

実際ありましたし、いろんな偏見とか出て。患者さ
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んもいわゆる間違った情報を得ている方々もいらし

て、もう極度に厳しい感染対策を求めてくるという

こともあったりして大変な状況にあったと思います。

こういう中で職場に送り出す家族も大変だったんで

はないかと思います。そんな中で我々がやったこと

は何かといったら、一番現場で自分が感染するかも

しれないという恐怖と戦いながらやっていく不安の

中で直接患者を診る職員たちの不安をどうやって取

り除くか、家族の不安をどうやって取り除くかとい

うところは相当苦労して、これは今後に生かせるか

 なと思います。

　あともう一つ、亡くなられた方もやっぱり残念な

がら多くいまして、葬儀会社を探すのも一苦労して、

今は葬儀会社も対応してくれるようになりましたけ

れども、そこも相当苦労したというのはありました。 

　あとは施設での患者の生活環境を出向いて見てい

くと、やっぱりそこは感染の元で、特に集団で生活

しているところの生活の場を知らないと何でこんな

に繰り返してくるのかということも分からなくて、

それで出向いて感染対策をするということを心がけ

たということはありますけれども、いかんせんやっ

ぱり現場の仕事でいっぱいということでなかなかそ

こに手が回ってなかったということがございます。

今回の中で感染管理認定看護師――ＩＣＮが当院は

定数は１となっていて、１だけではもう全然足りま

せん。ですので院内でいわゆる４人の認定看護師が

いたので、２人を専従にして２人は兼務していた人

も充てて最盛期、いわゆる一番燃え盛っている感染

の極期は４人を充てて対応していたということもあ

ります。だけどこの４人をもってしても全然足りな

い状況でございます。指導、教育だけでも相当な手

間がかかるので感染対策をやる看護師は、特に認定

 看護師はやっぱり多く必要であろうと思います。

　また課題として中部病院のところでいつも出てき

ますけれども、設備上の問題がやっぱり多かったと

いうことがございます。特に動線ですね、エレベー

ター、廊下、ここはやっぱり分けられないというと

ころがあるわけです。一般の人たちが通るところ、

検査や手術へ行く通り、あと亡くなった方の通りも

全部一緒で交じるというところもあるので、やっぱ

りどうしても感染のリスクが高いというところがあ

るので、ここは構造を改革していくというところは

あります。あとはもう感染対策の徹底で乗り切ると

いう形でしかできないので、職員にはそういう形で

やったけども、人が少なくて忙しい中で感染対策が

徹底できないということでかなり現場はジレンマを

持っていたという状況でございます。大体僕も言い

たいことは今の言ったところで、課題は挙げれば挙

げるほど、これでも絞ってきたぐらいですので、す

 みませんでした。

○福里吉充南部医療センター・こども医療センター

院長　それでは感染症対策の努力について、最初に

申し上げます。５月８日に新型コロナウイルス感染

症が５類相当へ変更されました。変更前後での大き

な違いは変更されたことによりそれまで行われた国、

県による公的な補助、指示が途絶えたということ。

それからコロナの入院先を調節していた県コロナ本

部の機能も失われたということでありました。コロ

ナウイルスが消滅したわけではありませんので、コ

ロナ感染症も５月から７月にかけて流行拡大となり

ました。当院でもコロナ患者の入院が増え、幾つか

の病棟でクラスター状態となり職員の休職も増えま

した。一時最大で33人のコロナ患者が入院し、６つ

の病棟でクラスターが発生しました。看護師の休職

も50名近くになりました。それの対策としてすぐに

コロナ対応とベッドコントロールを合わせたような

会議を毎日関係部署で行いました。新しいコロナ患

者は病棟を選定してそこに入院させる。それからク

ラスターを起こした病棟は閉鎖という封じ込めを

取ったわけですね。それで看護師の労働喪失。それ

からクラスターの極期には通常の稼働ベッドは429床

ですがそれを370から380床に病床運用を余儀なくさ

れました。この間は入院を制限、もちろん手術の制

限、予定検査の制限、延期を行いました。これを約

１か月間行いました。これで何とか乗り切るわけで

すけど、アフターコロナの患者さんも問題でした。

入院したコロナ患者さんは５日ほどで隔離は解除と

なりますが、大半の患者はもともと基礎疾患を有し

ており、入院生活によりその状態が悪化しＡＤＬが

悪くなり、すぐ退院できない状態で長期入院となる

傾向がありました。こういう患者さんは転院先もな

 かなか決まらずにベッド逼迫の一因となります。

　続いて教訓と課題です。教訓と課題というのは５類

移行となる前から各医療施設の連携の体制を築いて

いくべきだったということに尽きます。今保健医療

部を主導として医療提供体制を整えているところな

んですね。急性期病院Ａ、急性期病院Ｂ、それから

回復期、慢性期というふうに医療機関を分けてそこ

で分担して診ようかということになっていますけど、

まだ完全に機能しておりません。早めにこの医療提

供体制の連携を具体的に進めていく必要があると思

 います。
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　それから最後に施設整備、機器の整備状態につい

て申し上げます。新型コロナ感染症に係る施設整備

においては、令和元年度、それから令和２年度に発

熱外来等の設置、それから救命救急センターの改修

等を行っております。医療機器に関しては令和２年

度及び令和３年度に体外式膜型人工肺――ＥＣＭＯ、

あるいは人工呼吸器、リアルタイムのＰＣＲ装置、

それからＣＴ装置を整備しております。それから令

和４年度は医療機器の購入はありませんでしたが、

今年度から妊産婦のコロナ患者も受け入れることに

なります。それで保育器、分娩監視装置等の購入も

予定しております。 

　以上です。 

○岸本信三宮古病院長　宮古地区５万5000人の市民

を預かる宮古病院ですけれども、やはりいろいろ全

院長先生方がおっしゃったように苦労が非常にあり

ましたけども、やはり皆さん覚えていらっしゃるか

もしれませんが、コロナが始まった頃にこの感染症

がどれだけ怖いか、どれだけ広がるか、どういうふ

うにして診ていいかというのが分からなかった。薬

もなかったですよね。その中で医療資源の少ない宮

古地区では、最初に宮古病院が診るべきということ

で元気な若者も全部宮古病院のほうに入院して隔離

しました。保健所が一緒になって就業制限も入って

ですね。宮古保健所、宮古病院の連携でスタートし

たんですが、やはりどんどん患者が増えてくると逼

迫しました。県内の公的あるいは民間それから大学

の医療機関のドクター、ナースの応援をいただきま

したけれども、やはり逼迫してしまって、最終的に

は自衛隊の医療専門官の災害派遣、厚生労働省の医

師、看護師等の派遣によって、ようやく乗り切った

ということですね。ここで、我々だけで抱えてはい

けないということが分かりました。それで中等症以

上の患者さんは宮古病院が診る。そうでない方は保

健所が用意したホテルであったり在宅であったり、

あるいは施設のほうで診ていただくと。もちろんそ

の援助は宮古病院と保健所が一緒になってサポート

していくという体制をつくったということが大き

かったと思います。そしてその中で医師会、あるい

は保健医療部等々の役割の分担と連携が非常に重要

であったということです。 

　特に申し上げたいのは宮古島市のほうの援助が非

常に大きかったですね。感染が始まった当初はＰＣ

Ｒ検査を本島に送って判明するのに２日、あるいは

もっと時間がかかったんですけど、そのときに市が

キャンピングカーを病院の隣の公園に設置して、疑

似症の、ちょっと違うかもしれないけどという人を

そこに入ってもらったんですね。病院のベッドを利

用しないでという形で。それからＰＣＲ機器が当院

にもありましたけども、試薬が少ないのでたくさん

の患者さんは診れなかったんですが、市のほうで96人

が１回にできるような高額な機器を医師会と一緒に

なって購入して宮古病院にレンタルしてくれました。

それで我々のところでは一気に、１回、２回と回す

と百何十名になるんですけれども、そういう形でド

ライブスルーという形で病院の外で百何十名も市民

のＰＣＲ検査ができたというようなことが大きかっ

たです。この市役所の役割。 

　そしてもう一つ最後に言いますけれども、市の休

日・夜間救急診療所が病院の中にあるんですが、こ

の市の施設を病院に貸していただいて我々がそこで

患者さんの隔離等をするということで、最終的には

今年その施設を譲り受けまして、新しく救急センター

を改築する予定で、今進行中です。 

　以上です。 

○和氣亨八重山病院長　報告させていただきます。 

　各病院の院長先生方から詳細な苦労話がありまし

たのでそこは省略させていただきますが、八重山病

院でも昨年７月の第７波のときに一番多くの患者さ

んが入院しました。１日に最大41人入院しておりま

したのでこれは１つの病棟だけでは収まり切れませ

んから、病棟を閉鎖したりあるいは予定されていた

手術や検査を延期するなど、ほかの病院でもやられ

たことですけれども、そういった対応をしてなんと

かコロナの患者さんを診ると。同時に私たちはコロ

ナ以外の一般の患者さんを診る病院でもありますし、

八重山に１つしかない、救急医療ができて、しかも

子供や妊婦や精神科の患者さんが入院できる病院は

八重山病院しかありませんので、一般のこれまでやっ

てきた診療も継続すると。両方をうまく回すことに

苦労してまいりました。こういった経験から今後の

課題といいますか教訓として考えているのは、こう

いうことは今後も起こり得るので、中部病院の玉城

院長がおっしゃられたように平時から余裕を持った

職員数を確保しておくということ。特に離島の場合、

人が欲しくてもすぐに来るということができないの

で、平時からの確保、あるいは災害時に即応して速

やかに職員を増員できるような仕組みが必要かと考

えます。また北部病院長が挙げられたように地区医

師会との連携がすごく大事だと思っています。あと

もう一つ申し上げたいのは、住民の方々の救急室の

利用の仕方についても今後、啓蒙啓発活動というの
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をしていかなければならないと思っています。ちょっ

とした病気で簡単に病院受診できるのはすごくいい

ことではあるんですけれども、こういう災害に近い

ような状況でもそういった利用をされるとあっとい

う間に八重山病院のような小さな病院はパンクして

しまいますので、救急室の正しい利用、本来の利用

の仕方について住民の方々への啓蒙も必要かと思っ

ています。 

　それから機器整備についてですけれども、八重山

病院はまだ今月で新しくなって６年目になるきれい

な病院です。病院を新設するときに多くの医療機器

を新設しましたので大分充実しています。これに加

えて今回コロナの補助金をいただくことで不足して

いた部分をそろえることができました。具体的な金

額だとかどんなものをそろえたかについては、時間

の関係もありますから省かせていただきますけれど

も、今後コロナの補助金が漸次終了してなくなって

いくこの先ですね。今まではコロナの補助金で感染

防護服だとかそういったものを十分備えることがで

きましたけれども、今後は自前でそろえる必要があ

りますし、あと今回購入した新たな医療機器は六、

七年後には耐用年数が来てしまって、また新たなも

のに買い換えなければいけないけど、このときには

もう補助金はありませんので、新たな財源の確保、

こういったものが今後の課題になるかと考えていま

す。 

　私からは以上です。 

○屋良一夫精和病院長　今までこの一般科の総合病

院の院長先生のお話があったので、精和病院は単科

の精神病院というところでちょっと苦労したところ

をお話ししたいんですけれども、もともとうちの病

院は結核の病床はあるんですけれども、新興感染症

を扱うというような経験がなくて、それで感染対策

ができない患者さんたちの対応をする看護師さんと

かコメディカル、また院内のスタッフの方というの

が非常に感染対策強化をするのに、時間とエネルギー

がかかったという事情がありました。もともと感染

症に対応する病院ではないので、コロナウイルス感

染症を受け入れるために、１つの病棟を閉鎖して入

院している患者さん54名を民間病院とかに速やかに

転院させてもらって、急遽コロナ専用病棟を開棟し

たという事情があります。もともと単科の精神病院

というのは物品とか設備とかはないのでいろいろ急

いでそろえていただいたんですけれども、やはり先

ほど出ましたＰＣＲの検査とか総合病院では当たり

前のようにできることが、その検査科の人員だった

りとか機器とか自院でできないという事情があって、

それで南部医療センターのほうにお願いしたりとか

検査センターにお願いしたりとか。この辺は一般の

病院とは違う事情があった中でコロナに対応したん

ですけれども、デルタ株のときにピーク時には一般

救急の病院も逼迫していて、もともとは軽症、無症

状という方を受け入れるということだったんですけ

れども、中等症以上の方も受け入れて、結果的には

単科の精神病院でも看取りを行うような場面があっ

たという事情がありました。こういう経験を踏まえ

て単科の病院で今後あり得る新興感染症に対応する

のは、なかなか厳しいところがあるという事情があっ

て、今南部医療センターとの統合という話が挙がっ

ていて、少しずつは進んではいるんですけれども、

やはり県立病院としては単科の精神病院のよさとい

うのもあるんですけれども、やっぱりこういう感染

症を含めて心体合併症をちゃんと対応できるような

病院になっていかなきゃいけないなというところで、

総合病院への統合というのが迅速に進んでいくよう

にできればいいかなというふうに思っています。総

合病院に統合させていただいたら一般科の先生はも

ちろんいらっしゃいますし、今うちの病院にはない

んですけれども感染症を扱うような個室の病棟とか

そういうところを確保していただければ、速やかに

今後起こりうる新興感染症にも対応できるのかなと

いうふうに思っています。 

　以上です。 

○瀬長美佐雄委員  最後に局長。今のそれぞれの共

通する課題や教訓、あるいは個別にというふうな院

長の話がありました。それに応えて今後やっぱり教

訓化するという点で大事な役割を担うべきと思いま

すが、その観点で決意も含めて伺いたいと思います。 

○本竹秀光病院事業局長 　ありがとうございます。 

　４月から病院事業局長を拝命したんですけれども、

いわゆる病院現場と病院事業局とのコミュニケー

ション不足というのがずっと言われていて、４月に

来てどうしてそういうふうになったのかなと、半年

になるとだんだん見えてきています。今回６病院長

がいろんな悩みあるいは課題とかおっしゃいました。

それを病院事業局と密に話し合うということを増や

していかない限りは、いわゆるコミュニケーション

等々のですね、早く払拭して、それをやっていきた

いと思います。これからの病院経営もそうなんです

けれども、どんな感染症が来てもどうしてもやはり

県立病院がこれからも、これまでもそうなんですけ

れども、沖縄県の医療を引っ張っていくのは間違い
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ないので、現場と協力しながらやっていきたいと思っ

ています。ありがとうございます。 

○國仲昌二委員長　これで瀬長美佐雄委員の質疑は

終了いたしました。 

　休憩いたします。 

      午後０時５分休憩 

      午後１時25分再開 

○國仲昌二委員長　再開いたします。 

　午前に引き続き質疑を行います。 

　玉城武光委員。 

○玉城武光委員　簡潔に質問いたします。企業局に

対して質疑を行います。 

　11ページ。決算報告書の決算諸表の概要について。

翌年度繰越しと不用額が出た理由を伺います。 

○志喜屋順治総務企画課長　収益的支出における翌

年度繰越し内容についてですが、収益的支出におけ

る翌年度繰越額につきましては9141万3000円で、全

額修繕費となっております。繰越しの主な理由なん

ですけども、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う

世界的な原材料不足、それから半導体の供給不足、

それから感染症対策の影響による工場作業員の出勤

停止ですとか、そういったものの人員不足によって、

機器等の納品に通常よりも時間が要したことによる

ものとなっております。 

　それから不用額につきましてですが、不用額につ

きましては、収益的支出の予算額としましては301億

4952万4000円で、決算額が292億7657万9000円で、不

用額としましては、７億8153万1000円となっており

ます。不用額が生じた主な理由なんですけども、予

算額に比べて、電力使用量が当初の見込みよりも少

なくなったこと、それから固定資産除却費ですけど

も、本来であれば建設工事を供用開始することに伴っ

て除却すべき除却費が、工事の遅れに伴いまして供

用開始が遅れたことに伴って、支出ができなかった

というのが主な不用の要因となっております。 

　以上でございます。 

○玉城武光委員　その不用額が出た理由の中に、動

力費が減ったということですか。動力費というのは

電力関係とかでしょ。値上がりしたんでしょ。それ

でも動力費は減ったということですか。 

○志喜屋順治総務企画課長　予算で組んでいました

浄水場の電力使用量、それが予算よりも実際、年間

通して使用した電力量が少なかったということで、

動力費そのものの減額につながったことになってお

ります。 

　予算額につきましては、動力費等につきましては

水運用に支障がないように、あらかじめ安全側のほ

うで水量を計上したりしていますので、それに見合っ

た水量で計上した動力に比べて、安全側で見込んで

いたということもありますので、実際にはそこまで

の使用がなかったということで、減額になっており

ます。 

○玉城武光委員　分かりました。 

　次に、12ページの中に、不用額は県単独の事業が

執行残になったという記述があるんですが、いわゆ

るこの執行残というのは執行しなかったということ

ですか。 

○志喜屋順治総務企画課長　令和４年度の資本的支

出の不用額については、４億3410万8000円となって

おります。単独事業の不用額については主に実施す

る予定でありました工事そのものを計画の見直しで

実際執行することがなかったということによるもの

の執行残、見送ったことによる残になっております。 

○玉城武光委員　執行をしなかったということの説

明なんですが、この水道事業に支障はなかったんで

すか。 

○志喜屋順治総務企画課長　計画の見直しに伴った

ものですので、水道事業そのものの運営には全く支

障がなかったということになっております。 

○玉城武光委員　次ですね下水道事業。６ページ。 

　そこの中に負荷率とか、施設利用率、有収率とか

いろいろ書かれているんですが、そこのちょっと説

明をお願いしたいんですよ。例えばこの施設利用率

が、令和２年度は90％。令和４年度は88.2％という

施設利用率が記述されているんですが、ちょっと説

明お願いします。 

○上原正司下水道課長　お答えします。 

　施設利用率についてですが、晴天時現在１日処理

能力に対する晴天１日平均処理水量の割合により示

されておりまして、下水処理場施設の利用状況や適

正な規模を判断する指標となっております。現状分

析や将来の汚水処理人口の減少等を踏まえ、施設の

遊休状態でないか、また過大な仕様となってないか

等の分析に用いられるものとなっています。 

○玉城武光委員　この施設利用率が落ちたのは何で

ですか。施設利用率が低下しているでしょ。90％か

ら令和４年度は88.2％に低下している。 

○上原正司下水道課長　令和３年度の晴天時現在

１日処理能力が32万2600立米の能力がありましたが、

令和４年度には、施設能力が33万3500立米というこ

とでちょっと処理場の能力が上がりましたので、そ

の分施設利用率が下がっているということになって
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います。表４の右から４番目の晴天時現在１日処理

能力は今現在の下水処理場の能力を示しております。

これが令和３年度では32万2600立米の能力があると

いうことで、４年度につきましてはこれが33万3500立

米ということで、施設の規模がちょっと大きくなり

まして、能力が大きくなったということで入ってく

る水が一番左側なんですが、年間で３年度で１億

500万5808立米に対して１億732万1718立米としまし

て、入ってくる水も少し増えたんですけれど、処理

能力のほうがまだ上回ってたものですから数値とし

ては下がったような状態になっています。 

○玉城武光委員　次９ページ。この執行率の低下が

あるんですよね。前年に比べて、ここの理由をちょっ

とお伺いします。 

○上原正司下水道課長　令和４年度の資本的支出は、

予算額98億4017万5401円に対して、決算額が58億

5031万4455円で執行率は59.5％となっております。 

　御指摘の執行率が前年度の75.8％より低い理由に

ついては、建設工事に伴う世界的な電子部品の不足

による納期の遅延等により、翌年度に予算を38億

306万7720円を繰越ししたことによるものでありま

す。 

○玉城武光委員　執行できなかったということは一

つ反省してもらいたいと思うんですが、それから

14ページの負担金単価ですね。そこをちょっと説明

をお願いします。 

○上原正司下水道課長　維持管理負担金の単価につ

いてですが、汚水処理原価とは有収水量１立方メー

トル当たりの汚水処理に係る費用のことで、前年度

の45.7円と比較し、4.8円増加し、50.5円となってお

ります。維持管理負担金の50円を0.5円上回っている

ような状態であります。前年度と比較して有収水量

の増加に伴い、維持管理負担金が約2241万円増加し

たものの、汚水処理に係る動力費や委託料の日々の

維持管理に係る経費が約５億5266万円増加したこと

により、汚水処理原価を押し上げた要因となってお

ります。なお令和４年度は汚水処理に係る費用が維

持管理負担金で賄えないものの、その他の収入の増

加により１億4726万円の純利益を計上しております。 

○國仲昌二委員長　玉城武光委員の質疑は終了いた

しました。 

　西銘純恵委員。 

○西銘純恵委員　病院長の方は遠路から本当に今日

はお疲れさまです。 

　最初に病院事業局へお尋ねします。新型コロナ３年

目になっていました。本当に当初から県立病院が中

核を担って医療行為を行っているということで、医

療従事者の皆さんありがとうという言葉をかけたと

いうのが遠い話のようになっていますけれども、当

時本当に厳しい状況の中で県立病院の職員の皆さん

も頑張ってきただろうと思っています。コロナの関

連で病院事業の経営と病院業務について、そして職

員にもたらした影響について、局長のほうに最初に

お尋ねしたいと思います。 

○本竹秀光病院事業局長　まず経営のほうですけれ

ども、実はもう皆さん御承知のようにですね。補助

金でかなり――今のところ現金がかなりありますけ

れども、後で出てくると思いますけども実は医業本

体は令和元年度と比べて２倍ぐらいの120億の赤字に

なっているので、その今ある預金で内部留保金をど

ういうふうに生かしていくかというのがこれからの

課題です。個人的には今まで設備投資がなかなかで

きなかった、私の時代はできなかったんですよね。

それから、今まで問題になった事務職員の教育をずっ

とやりたいと思ってたんです。なかなかこれもでき

なかったんですけども、今これをようやくできる体

制の準備をしているところです。そういうことで、

そのコロナで過去に類を見ないぐらいの内部留保金

をいかに効果的に使っていくかと。以前みたいに自

転車操業にならないように頑張っていきたいという

のが一つです。 

　それから職員は先ほども６県立病院の院長がおっ

しゃったように、かなり疲弊しながら頑張ってきた

という経緯がありましたけれども、やはり産業医も

含めてメンタルのところをきちんとカバーしていか

ないと、これからもまだまだ影響は残っていますの

で、それをきちんと対応していくというのも病院事

業局も一緒にやっていきたいというふうに考えてお

ります。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　令和２年度と３年度のコロナ病床

確保金27億円。これ返還理由について午前中に質疑

がありましたので、それ以外のことでお尋ねします。 

　６つのうちの３つの病院の金額が大きかった２つ

の理由があると言われましたけども、病院ごとの返

還金の内訳をお尋ねします。 

○當銘哲也病院事業総務課新型コロナウイルス感染

症対策室長　お答えします。 

　令和２年度分と令和３年度分の合計の数字でお答

えします。北部病院が3440万8000円。中部病院が

1789万5000円。南部医療センター・こども医療セン

ターが13億2418万2000円。宮古病院が11億1792万
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5000円。八重山病院が２億955万6000円。精和病院が

1063万1000円となっております。 

○西銘純恵委員　返還できるということですが、病

院ごとに13億、11億、とりわけ宮古病院は11億を超

える返還ということは、それぞれの病院が返還金を

工面していくということになるんでしょうか。事業

局の予算全体で返還ということになるんでしょうか。 

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えします。 

　病院ごとの返還については、基本的に病院ごとで

の対応にはなりますけれども。ただ、どちらにしま

してもトータルとして見た場合に、この補助金返還

に伴って病院経営に影響を及ぼすというようなこと

はないというふうに考えております。 

○西銘純恵委員　今事業局が答えたんですが、南部

医療センターと宮古病院はそれでよろしいんでしょ

うか。病院長にお尋ねしてよろしいですか。13億、11億

とあるので。 

○福里吉充南部医療センター・こども医療センター

院長　うちがなぜ返還金が多いかということからま

ずお話ししますけど、フェーズに合わせて即応病床

数を確保するわけです。うちはかなりの病床確保を

行いました。それから単価の高い病床を用意したと

いうことで返還金も多くなっております。それから

返還額による経営の影響はどうかということですけ

ど、現時点においては運転資金としては何とか費用

支出の１か月分の運転資金は年度末までは確保でき

るんじゃないかと思っています。 

　以上です。 

○岸本信三宮古病院長　お答えします。 

　今福里院長が申し上げたので、同様なんですけど

も、宮古病院は11億の返還が生じたとしても、病院

経営においては４億7000万円の経常黒字であります

ので、経営については特に問題ないと思いますが、

この過大な空床確保の請求ということについては職

員一同しっかりと反省して今後こういうことがない

ように取組をしているところであります。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　次に一般会計からの繰入れについ

てお尋ねします。 

　会計監査の審査意見書の18ページ、表15－３、お

願いします。１床当たりの繰入金は全国との比較で

どうなっていますか。 

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えします。 

　１床当たりの繰入額の全国平均との差額で言いま

すと、およそ145万4000円の差がございます。 

○西銘純恵委員　全国の比較で145万4000円の差で、

全国は平均で幾らですか。 

○青木研二病院事業経営課主幹　お答えいたします。 

　令和３年度の全国平均の１床当たりの繰入額につ

きましては、506万7000円でございます。 

○西銘純恵委員　全国より145万4000円少ない沖縄県

平均で361万3000円ということなんですけども、単純

にこれ全国並みに繰入れをすると、病床数が2149床

ですよね。ですから、単純計算で108億余る。これが

私がかつて言っていた１床当たりの繰入れが少ない

という問題を沖縄県が抱えているんじゃないかと、

ずっと言ってきました。 

　17ページお願いします。救急医療について、総務

省の繰入れ基準についてお尋ねします。 

○宮平直哉病院事業経営課長　救急医療に関する経

費につきましては、令和４年度の決算は総務省が定

めた地方財政計画に基づく単価に基づいて積算され

ておりまして、令和４年度の実績としては、9億134万

1000円となっております。 

○西銘純恵委員　今のページですけども、繰入れ基

準。法の17条の２第１項第１号、それと第２号とい

うことで分けられていて、この救急医療に要する費

用というのは、かかった経費そのものを繰入れをす

るというのが総務省の基準だったと思うんですが、

変更があるということなんでしょうか。 

○青木研二病院事業経営課主幹　お答えいたします。 

　この救急医療に関する繰出金につきましては、地

方財政計画における病院事業繰出金の算出基礎と

なっている単価を用いて算定をしております。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　県はそういう算定をしている。次

の法第17条の２第１項第２号と第３号があるんです

けれども、この第１号についてはかかった費用とい

うことで、残りはかかった費用と収益との差で繰入

れをするということが基準だったと思っているんで

すけれども、今の答弁があった地方財政計画に基づ

いて算定をするというのは、今言ったほかの第２号、

第３号も第１号と同じようにやっているということ

でよろしいんですか。 

○宮平直哉病院事業経営課長　はい、そのとおりで

す。 

○西銘純恵委員　数年前に総務省と繰入れのやり取

りしたときに、第１号については確かにかかった経

費だよと。それでずっとあの頃も８億円ぐらいしか

皆さん救急医療を出してなかったと思うんですよ。

かかった経費が幾らかといったら23億ぐらいだった

んですよね。だったら、経費ということでやるべき
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じゃないかというやり取りもしたことあるんですけ

れども、もう一度ですね、今の地方財政計画に基づ

くというのが総務省から出されて全国も同じように、

公立病院でこれで使ってやっているということであ

れば、ごめんなさい、根拠になるものを後日で結構

なんですが、頂きたいと思います。 

　質疑を続けます。第２号の繰入れに対して、例え

ば僻地医療に要する経費が令和３年度4367万円、４年

度は2800万円とかありますけれども、これも積算の

根拠といいますか、僻地医療、それと他会計補助金

の17条の３のところの離島支援措置も令和３年度は

２億6669万円、４年度はゼロですよね。だからそこ

ら辺の積算について、私は離島の増嵩費というのは

とても大きくなっていると思います。だから積算に

ついて、もう一度ちゃんとチェックをされてほしい

と思うんですけれどもいかがでしょうか。 

○諸見里真病院事業統括監　少し今、収支差とか地

方財政計画のお話がありましたので、ちょっと整理

させていただきますと、沖縄県はこの繰入金の算定

方式を従来の収支差、これ２年前の決算に基づいて

その差額をやると。当然現在ではないわけですね。

その問題は総務部と従来から調整をずっと続けてき

ました。令和２年度から国が示す地方財政計画の単

価を採用してきております。今大体平均で80億前後

が今後も含めてですけどあります。これを導入した

経緯というのは、従来は、まず２年前の決算値で遅

れてくるというのが一つ。あと、経営がよくても悪

くてもモラルハザード、要は埋めてくれるわけです

から、政策医療の分だけです。ただ、今言った単価

方式にすると、頑張れば減るのではなくてその分は

内部にたまっていくわけですね。ですからこれは従

来からぜひやりたいということで、他県も調べまし

たが他県でも割れております。ただ、非常に効果が

高い、職員の士気も上がるということで、２年前か

ら地財計画の単価を取っております。それに基づい

てしっかり救急医療単価を取っていますが、たまた

ま昨年度は国の単価が少し救急が落ちたので、若干

落ちていますけれども、そういう形での今算定方式

になっているところでございます。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　病院事業とは何か利益を得る、も

うけるというものじゃない限り、やっぱり診療報酬

に頼って診療報酬が下がっていって、じゃ、どこか

らプラスするかというそんな問題を抱えているわけ

でしょ。だから繰入れというのが、公費をどういう

ふうに入れるかというのがとてもネックになると思

うんですよ。県立病院に対するニーズは、今度のコ

ロナでもやっぱり中核的に担っているし、どうして

もこの病院を継続させるという問題がありますから。

地方財政計画による単価と今おっしゃったので、こ

れは国が決める単価ということになるわけでしょ。

沖縄県独自にこの単価というのはプラスアルファを

――離島を抱えているし、今動力費が上がっている

ということは、離島の医療は、単なる物価高騰だけ

じゃなくて輸送も、そして病院の中でももっと増嵩

費はかかっているんじゃないか、そこら辺に迅速に

対応できるという体制も取っていただきたいと思い

ます。 

　次ですね、7ページ。 

　医師の欠員による診療科の休診、診療制限の具体

的な状況はお尋ねしましたけれども、この収益経営

への影響についてお尋ねします。 

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　医師の欠員による収入面での影響ですけれども、

医師１人当たりで平均で年間およそ7900万円の診療

収入の減少を見込んでおります。減少を見込んでい

るんですけれども、その診療の制限をしている診療

科については、ほかの県立病院からの応援であった

り、地域の医療機関との連携、役割分担を行うなど

して、県民の皆様に影響が出ないよう、最小限に抑

えるよう努力しているところでございます。 

○西銘純恵委員　医療行為を分担しているというの

はいいんですけども、医師が休診したりすると、経

営的にも大きいマイナスになるということであれば、

この医師確保というのはとても重要な問題になると

思うんですが、そういう取組は先ほども答えていた

だけたので、ぜひ定数を確保して休診がないように

やっていただきたいと要望して次に移ります。 

　職員定数、先ほど出てましたけれども、正規、非

正規というのはどうなっているんでしょうか。 

○宮城和一郎病院事業総務課長　お答えします。 

　令和５年９月１日現在、病院事業局の職員4558人

中、正規職員は3147人で割合で申しますと69％。非

正規職員は1411人で31％となっております。 

○西銘純恵委員　７割弱が正規ということであれば、

この非正規を雇用するというのもなかなか厳しい状

況にあるかと思うんですよ。正規職員定数はどれだ

けでしたか。 

○宮城和一郎病院事業総務課長　定数は3200人と

なっております。 

○西銘純恵委員　そうしますと3200名の定数のうち、

53名が不足と。正規がいないと非正規1400名でその
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分賄っているということでよろしいんでしょうか。 

○宮城和一郎病院事業総務課長　定数に正規職員が

今53人達していないというのは、そのとおりであり

ますけども、その足りない分を非正規でやっている

という認識よりは、正規と非正規の役割分担がござ

いまして、そのような考え方に基づいて正規職員と

非正規職員を配置しているところでございます。 

○西銘純恵委員　産休、病休、育休代替とか考えた

ら、やっぱり今の3200人という定数そのものが従前

の人数としてどうなのかというのを見直す、現場の

状況を聞いて定数を増やしていくということも課題

になっているかと私は思うんですけども、それはい

かがでしょうか。 

○諸見里真病院事業統括監　担当課長がこれから詳

細を話すかと思いますが、少し概略を御説明します

と、これ病院現場とも今話を始めているんですが、

よく誤解があって、定数と欠員配置ができていない、

これが言葉的には非常に混同されます。定数はおっ

しゃるように査定をして本当に業務が新しく増えて

ニーズがあれば、定数条例の枠内で配置していきま

す。必要であれば条例改正してもいいと思います。

ただ、現状非常に問題なのは欠員。そこを埋め切れ

ないということが大きな問題です。これ医師も看護

師も、特に最近顕著に出ているのは看護師です。定

数も当然大切ですけども、その確保する、欠員を埋

めるというのがなかなかできないという部分が大き

な問題となっております。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　今の欠員をどう埋めるかという話

は、午前中にいろいろ努力されている項目の答弁を

受けていますので、そこにもある意味では沖縄県が

単独の医療圏にあるということでは、それなりに経

費のかかる仕事をやっているのではないかなという

ところも、私はほかの陸続きの都道府県と違うとこ

ろがあると、沖縄の特殊事情だと思っていますので、

これについてはやっぱり何らかの公費が必要だろう

ということを指摘しておきます。 

　次、未収金について、40ページお願いします。 

　過年度の未収金の件数と、それと４年度の件数と

額。この間の推移もお尋ねします。 

○宮平直哉病院事業経営課長　まず未収金の額につ

いてですけれども、過年度の額については、15億

9921万1000円となっております。次に令和４年度に

ついてですけれども、これが16億6963万4000円となっ

ております。それから次に件数ですけれども、過年

度分の件数については、３万9502件となっておりま

す。一方令和４年度に発生した未収金の件数につい

ては、１万1624件となっております。 

○西銘純恵委員　これまでの推移もお尋ねしました

が、質疑を続けます。４年度だけで１万1000件、３分

の１近く出たということですけど、さっきメディカ

ルソーシャルワーカーを入れて頑張っていると人数

もありましたけども、私はやっぱり国保手帳や健康

保険手帳を持っていない皆さんがいると思うんです

よね。だから当初からそこら辺の手当てというのは

とても大事だと思うので、１万1000件も１年間で未

収金が出たということは、高額ではないんじゃない

かというイメージはあるんですが、丁寧に当たれる

ようにもっと職種の体制を強化すべきだと思ってい

ますけれどもいかがでしょうか。 

○照屋陽一病院事業企画課長　お答えします。 

　ソーシャルワーカーの増員については、実は今２病

院で要望があります。先ほど来お話ししているよう

に、ヒアリング等を行いまして定数の調査を行って

いるところでございまして、それを精査の上対応し

たいと考えてございます。 

　以上でございます。 

○西銘純恵委員　払えるのに払っていないというの

はあまりないと私は思っております。沖縄県民の状

況からしてね。だから丁寧に福祉につなげる。 

　もう一つ無料低額診療を県立で私は導入すべきだ

と思っているんですけど、これは福祉の部門になっ

てくるので、ぜひ検討してほしいと思うんですよ。

法人、医療生協がやっていますけども、税金の優遇

があるんですよね。県立病院は優遇措置してないと

思うんですけども、福祉にやっぱり入れて、この問

題を解決する道にもなるんじゃないかと思うので、

検討をお願いしたいと思いますがいかがでしょうか。 

○諸見里真病院事業統括監　未収金対策は非常に重

要なことから、実は抜本的に取り組んでいこうと今

考えております。具体的には、発生してからではな

くて、やっぱり予防が大切ですので、その対応とし

て今２病院からも要望があるように人員を整えると

いうことは非常に重要だと考えています。あと福祉

との連携につきましても当然ながら適宜調整をして、

前向きに取り組んでいければいいかと思っておりま

す。 

　以上です。 

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　無料低額診療については社会福祉法に基づく事業

ということになっておりまして、申し訳ないですけ

ど県庁の中では、子ども生活福祉部が所管にはなる
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んですけれども、病院事業局としては、導入の有無

とかについて、意見交換なり情報収集をしていきた

いと思っております。 

○西銘純恵委員　次、水道事業に行きます。監査意

見書６ページですけども、老朽化施設の更新や耐震

化の計画で、沖縄振興ハード交付金が減額されて計

画が遅れたということもありますけれども、予定の

工事が遅れているというのはないでしょうか。この

工事の遅れについてお尋ねします。 

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　沖縄振興公共投資交付金、いわゆるハード交付金

の減少により、石川－上間送水管というのがござい

ますが、既に更新完了が８年遅れなどの水道施設の

更新・耐震化事業に遅れが今生じている状況にござ

います。 

　以上です。 

○西銘純恵委員　今１件だけ聞いたんですけど、遅

れているのをみんなお答えください。 

○志喜屋順治総務企画課長　先ほど申し上げました

石川－上間送水管以外の主な遅れの部分につきまし

ては、新垣増圧ポンプ場につきましては完了年度が

６年遅れ、それから北谷浄水場の事業につきまして

も完了までに９年の遅れ、それから久志石川導水管

というものがございますが、30年度に着手する予定

だったものがいまだ着手できていないという状況に

ございます。 

　以上でございます。 

○西銘純恵委員　新垣増圧ポンプ場、これ６年遅れ

ということですが、台風６号で相当な被害が出たと

思うんですけど説明をお願いできますか。 

○米須修身配水管理課長　お答えします。 

　今回の台風６号による影響としましては、更新完

了が６年遅れている中城村内の新垣増圧ポンプ場に

おいて、８月の台風６号来襲時に、停電と自家発電

設備の故障によりまして水道用水を送水できなくな

りまして、宜野湾市及び中城村で断水が発生いたし

ました。これにつきましては先ほど総務企画課長か

らもありましたとおり、令和６年度から新垣増圧ポ

ンプ場の更新工事に着手する予定となっております。 

　以上となります。 

○西銘純恵委員　大きな被害をもたらしたというこ

とになっていますが、企業局がハード交付金を要望

した額と実際の予算額、令和２年からの推移をお願

いします。 

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　令和２年度からの要望額と予算額ですけども、令

和２年度につきましては、166億4100万円要望したの

に対しまして、91億3500万円の措置。令和３年度が

169億8100万円の要望額に対して83億4900万円の措

置。令和４年度が172億1300万に対して、64億2400万

円の措置。今年度ですが、132億900万円の要望に対

しまして、42億1200万円の措置という状況となって

おります。 

○西銘純恵委員　要望額に対する措置額は、令和２年

度が55％弱から令和５年度が31.9％ということで、

これだけ５年から９年とか、今主たるものを出した

だけでも、工事の遅れが相当な県民の生活に影響を

与えているという状況があるんですよね。これ問題

だと思いますので、ぜひハード交付金は企業局のほ

うとしても要求額が取れるように頑張っていただき

たいと思います。 

　次、嘉手納基地を原因とする発がんの有害物質Ｐ

ＦＡＳの件について、ＰＦＡＳの除去費用というこ

とで聞こうかと思ったんですけれども、令和４年度

のＰＦＡＳ対策として使われた額をもう一度確認を

したいと思います。そしてこれまでのその総額につ

いても、どれだけ負担をされたのかお尋ねします。 

○國吉真也配水管理課危機管理室長　お答えします。 

　令和４年度のＰＦＯＳ対策等にかかる費用につい

ては、総額が８億6724万円、それから、そのうちの

県の負担額が４億8477万3000円となっております。

平成28年度から令和４年度までの総額になりますと、

事業費の総額が25億5300万円、そのうちの県の負担

額が11億9000万円となっております。 

○國仲昌二委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、西銘委員から今の答弁は全ての

対策費についてのものかとの確認があっ

た。） 

○國仲昌二委員長　再開いたします。 

　國吉真也配水管理課危機管理室長。 

○國吉真也配水管理課危機管理室長　すみません、

先ほど令和４年度の金額についてちょっと間違えて

いましたので改めて答弁いたします。令和４年度に

かかった対策費の総額は、８億6073万4000円となっ

ております。おわびして訂正します。 

○西銘純恵委員　総対策費ということでよろしいん

ですよね。活性炭だけではなくて、国ダムのものも

入れて、海水淡水化事業も入れた経費でよろしいで

すね。 

○國吉真也配水管理課危機管理室長　そのとおりで

す。 

○西銘純恵委員　ＰＦＡＳの元になっているこの米



－65－

 
                                                                                    

軍に対する経費負担というか補償。我々が何で被害

を受けながら、お金出さないといけないのかという

のは、水道料金値上げをするというときにも、県民

からは本当に批判が出るところだと思いますので、

ぜひこれを全額日米の政府で出せという立場でやっ

て、そして料金改定というところで動いてほしいな

と思います。 

　最後に、下水道事業をお尋ねします。監査意見の

４ページですけども、今後施設・設備の老朽化や腐

食に伴う更新投資の負担は増大するけれども、持続

可能な下水道サービスを提供するためにと書いてい

ますけれども、ハード交付金、こちらも相当減額さ

れているのではないでしょうか。状況を伺います。 

○上原正司下水道課長　お答えします。 

　流域下水道の令和４年度予算要望額、配分額につ

いてですが、事業費ベースで沖縄振興公共投資交付

金の要望額は42億4220万円に対して配分額が５億

6561万9000円となっております。 

○西銘純恵委員　要望額に対する割合をお願いしま

す。 

○上原正司下水道課長　沖縄振興公共投資交付金の

要望額に対する配分額の割合については13.3％と

なっております。 

○西銘純恵委員　企業局でも聞きましたけど、全て

のハード交付金の問題も相当減らされているという

ことで、今下水道だけでこんな状況ですから、老朽

管渠の更新事業が本当に滞ったら、下水管が何か破

壊されたときにどんな被害をもたらすのかというと

ころを１点お尋ねして終わりたいと思います。 

○上原正司下水道課長　下水道施設の事故が発生す

ると、日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼすこ

とから、緊急性の高いものについては早期に実施す

る必要があるかと思っております。 

○國仲昌二委員長　これで西銘純恵委員の質疑は終

了いたします。 

　次呂久成崇委員。 

○次呂久成崇委員　病院決算審査意見書の２ページ

のほうになりますけれど。この医業外収益減少の詳

細についてちょっとお聞きしたいんですが、こちら

のほうにありますがこの新型コロナウイルス感染症

関連の補助金等の減によりということなんですけど

も、ちょっと詳細についてお伺いしたいと思います。

 それ以外にもあるんでしょうか。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　減少した大きな理由としては補助金の減少という

のが主なもので、それ以外には特に大きな理由とい

 うのはございません。

○次呂久成崇委員　この同じページに本来業務に係

る医業損失が120億余りということであるんですけれ

ども、これも新型コロナウイルスの影響で本来の業

務、医療業務の方ができなかったということなんで

すけども、もうちょっと具体的にお聞きしたいなと

 思います。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　まず医業収益ですけれども、実は医業収益という

のは、令和３年度と令和４年度を比べるとおよそ19億

円増加しております。一方で医業費用は令和３年度

と令和４年度を比較するとおよそ22億円増加してお

ります。令和３年度は営業損失が117億円だったもの

が、令和４年度は120億円に悪化しております。とい

うことで、主な要因としては費用の伸びが収益の伸

びを上回ったということが理由だろうというふうに

 考えております。

○次呂久成崇委員　この意見書のほうで、たしか

11ページに入院患者数と外来患者数の実績がいつも

予定量を下回っているということで、監査委員のほ

うから指摘がちょっとあったんですけども。入院患

者数そして外来患者数というのは、たしか昨年度の

意見書のほうでも、下回っていたと思うんですけど

も、これはいつも下回っているなというイメージが

あるものですから。これは予定を立てるときに、予

算確保するときに、ある程度のこの入院患者数、外

来患者数というのを多めにやっておかないと予算確

保、予算計上も含めてやっぱり難しいというところ

があるんですか。収益との兼ね合いも含めてどうい

う算出をやっているのかをちょっとお聞きしたいな

 と思います。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　予算を編成する際に、見積もる予定量というのは、

各病院のスタッフが例えば人数が充足される前提で

今いる医療スタッフ、医療資源を用いたときに、過

去からの入退院の患者さんの動向であるとか、こう

いったものをいろいろ加味して算出したものを予定

量という形で計算をしているということでございま

 す。

○次呂久成崇委員　分かりました。 

　最後にこの未収金増加の要因とまた今後の債権管

理の対策についてお聞きしたいと思います。まず要

 因ですね、ちょっとお聞かせいただけますか。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　未収金が増加した原因として考えられるのが、例

えばコロナ感染症の患者数の増加に伴いまして公費



－66－

 
                                                                                    

申請中の件数というのが当然増えています。その関

係でその申請に対する決定が出ていない段階という

ことで、形上は未収金が増えているというのが１点

 あります。

　それから、ほかの理由としてＰＣＲ検査等に伴う

納付書の後払い件数が増加していることもございま

すし、またコロナ関連になりますけれども、感染防

止の観点から、職員が自宅訪問を控えていたという

事情がありますので、そういった訪問回収の件数の

減少というものが減少の大きな理由であろうという

 ふうに考えております。

○次呂久成崇委員　今この未収金というのは職員の

ほうで全て行っているんでしょうか。こちらの意見

書のほうには弁護士も活用してというふうにあるん

ですけども。この医業未収金となっているのは債権

になりますよね。これは債権の種類で言えばどうな

るんですか。例えばこの強制徴収公債権とか、非強

制徴収とかありますよね。そういう分類で言ったら

 何になるんでしょうか。

○宮平直哉病院事業経営課長　県立病院の診療に伴

う債権ですけれども、こちらは病院と患者さんとの

関係という形になるものですから、大くくりで言う

と私債権、私の債権となります。税金とは別になり

 ます。

○次呂久成崇委員　私債権の場合、この未収金対策

として最終的に差押えとかまでは至らないかもしれ

ないんですけども、その場合民事訴訟のほうになり

ますよね。裁判所のほうに訴えてですね。そこまで

実際にやられているのかというのは分からないんで

すけども、例えばよく税金などでは、債権回収会社

のほうに委託をしたりとかというのもあるんですけ

ども、実際そのような手法というか、回収の手法と

してはどのようなことまで考えていらっしゃるんで

 すか。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　まず現在は対応としては正職員であったり、会計

年度任用職員であったり、または委託先の業者さん

の社員であったり、そういった方々とタッグを組ん

で督促であったり、訪問をするといったような対応

をしております。また、これと併せて外部の弁護士

さんと委託契約を結んで、回収業務をこの弁護士事

務所に委託をして回収をしていただくというやり方

 も行っております。

　今委員からこれ恐らくサービサーのことかなと思

うんですけれども。先ほど来統括監からもお話があ

りましたけれども、未収金については、病院事業局

としては今後取組を強化していくというふうに考え

ております。その一つの中に例えばこの未収金となっ

ている金額であったり、内容であったりにもよりま

すけれども、今委員から出たサービサーの活用とい

うものも選択肢の中の一つではないかというふうに

 考えております。

○次呂久成崇委員　もう一つですね、この未収金の

回収についてです。先ほど西銘委員のほうからも

ちょっとあったんですけども、やっぱり福祉事務所

等の連携というのも大切かなと。実際に私が以前福

祉事務所にいたときも地域医療連携室のほうと福祉

事務所が連携をして生活保護につなげるというよう

なやり方をしていたんですね。それでどうしてもこ

の病気の方とかというのは、やっぱり医療費が払え

ないのでそれを公費でということで生活保護につな

げるというような連携の方法というのを結構取って

いたんですね。そうするとやはり未収金が減ってい

くということがあったんですけども、そういう連携

というのはどうなっているんでしょうか。私はこれ

をやっぱり各病院でしっかりと取り組んでいったほ

うが、未収金というのは減っていくのかなというふ

 うに思っているんですけどもいかがですか。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　確かに未収金対策の一つとして――生活に非常に

苦しい状況に置かれている方というのが大勢いらっ

しゃるのかなというふうに考えます。そういった方

々に対して、例えば今あった生活保護や高額療養費

の話について――場合によってはこういった低所得

者の方々や、生活に余裕がない方には、そういった

公的な制度の情報がない可能性は考えられるもので

すから、今お話のあった病院の地域連携室と福祉事

務所であったり、市町村等々の関係機関と連携をし

て、最終的には患者さん本人、この生活困窮者の方

々のためにもなりますし、病院の経営にも資すると

いうふうに考えますので、そこはしっかり取り組ん

 でまいりたいと思っております。

○次呂久成崇委員　私の経験としてはやはりこの地

域連携室のほうで保護のしおりとかというのも実際

に置いてあって、それできちんと紹介をしたりとい

うことでつなげていたので、病院の経営というのを

考えたときにそれをやることによって未収金は減少

してくるのかなと思いますので、ぜひそういうお互

い行政同士の連携というのもこれからしっかり取り

 組んでいただきたいと思います。

 　以上です。

○國仲昌二委員長　これで次呂久成崇委員の質疑は
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 終了いたしました。

 　平良昭一委員。

○平良昭一委員　水道事業、工業用水道事業会計の

ものですけど、昨日の代表監査委員からのいろいろ

聞き取りの中で、純利益が２年前から年５億の減が

続いているということを言っておりましたが、その

 一番の原因は何ですか。

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　令和３年度から電力料金の高騰が始まっておりま

して、その電力費用が令和３年度から段階的に増額

になってきている影響で純利益が減少しているとい

 うふうに考えております。

 　以上です。

○平良昭一委員　昨日の審査意見の中でもこの電気

料金の高騰で動力費の増の影響というのは大きいと

いうことも言っておりましたよね。その中で皆さん

のこの沖縄県企業局中長期計画の中で、その電力の

 高騰というものの対応はしてきたんですか。

○米須修身配水管理課長　省エネルギーへの推進取

組としまして、省エネルギー推進計画に基づきまし

て、施設の効率的な運用や施設の新設及び更新時に

おけるエネルギーの効率化など、省エネルギー対策

を推進することとしております。また、省エネルギー

に対する調査研究を行い、実践することとしており

ます。加えまして、国の政策、制度等の動向を踏ま

えながら、ＥＳＣＯ事業等における小水力発電など

の再生可能エネルギーの導入を検討することとして

 おります。

 　以上です。

○平良昭一委員　昨日料金の改定の件で、代表監査

委員に聞いて答えはなかったんですけど、これまで

の審査意見の中での文章を見てみるとですね、私は

もうこれ、料金改定はやむなしというような受け止

め方をするような文章がだーっと並んできているわ

けよね。電気料金の高騰が一番の原因だと思います

けど。そうすることによって改定、皆さんもう多分

考えてはいると思いますけど、そういう面では県民

に対する周知徹底等もちゃんと公示しなければいけ

ないと思うし、料金が上がったとしてもこの中長期

計画の中でどう位置づけをしてやっていくのかとい

うのはやっぱり県民に示さないといけないと思うん

ですよ。その辺これから料金を上げてということの

中での中長期計画の考え方としては、どのような考

え方を持っているのか。４年に一度改定するという

 話ではあるんだけど。

○志喜屋順治総務企画課長　昨年度改定しました暫

定版ですけども、中長期計画の中では――ちょっと

読み上げさせていただきますけども、昨今の燃料価

格の急激な高騰や円安が進行し、今後の企業局の事

業運営に大きな影響を及ぼすことが見込まれており

ます、としております。企業局においてはこれまで

投資財政計画の改定に向け取り組んできたところで

すが、運営に係る動力費の割合が高いことから、燃

料価格の動向等を見極めつつ、投資財政計画を改め

て策定公表するとしておりますので、その中でこの

燃料高騰分についての計画を改めて検討・策定する

 こととしております。

 　以上です。

○平良昭一委員　分かりました。 

　次ですね。沖縄本島周辺離島８村への広域化。こ

れは行われておりますけど、残り４地区の状況はど

 ういう状況になっているのですか。

○石原祥之建設課長　委員の質問にお答えします。 

　水道広域化の残り４村の事業の供用開始の見込み

なんですけれども、令和５年度に伊平屋村、渡嘉敷

村を予定しております。あと令和７年度には座間味

 村座間味地区、渡名喜村を予定をしております。

 　以上です。

○平良昭一委員　この本島周辺離島の広域化は非常

にいいことだと思いますけど。この沖縄本島の市町

村に帰属している離島がありますよね。これは各市

町村が責任を持って、この事情に対処しないといけ

ないものであるんですけど、本島の市町村に帰属し

 ている離島というのは幾つあるのですか。

○國仲昌二委員長  休憩いたします。 

（休憩中に、執行部から海を隔てて橋でつな

がっていない離島でよいかとの確認があり、

平良委員が了承した。） 

○國仲昌二委員長　再開いたします。 

　米須修身配水管理課長。 

○米須修身配水管理課長　企業局が沖縄本島のほう

から送水している離島に関しては、伊江村１つにな

 ります。

○志喜屋順治総務企画課長　申し上げます。沖縄本

島から海底送水管で結ばれている離島につきまして

は、うるま市の津堅島、それから浜比嘉島、それか

ら今帰仁村の古宇利島、南城市の久高島、本部町の

水納島、瀬底島が海底送水管で接続されていること

 となっております。

○平良昭一委員　これは、別に企業局がやっている

ものではないわけですけど、特にこの財政の苦しい

市町村が海底送水管が腐食したときに、漏水したと
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きに非常に莫大なお金がかかって負担がかかるわけ

よね。そういう面では管の取替えもかなり難しいよ

うな状況があって非常に困っているようなことを話

を聞いております。これは市町村がやることではあ

るかもしれませんけど、同じ周辺離島８村はそうい

う企業局の力でやれるというような状況がありなが

ら、同じ離島としての扱いをしていただける配慮も

今後考えていかないといけないんじゃないかなと私

は思いますけど、これ政治的な判断になるかもしれ

 ませんけど、どんなでしょうか。

○石新実企業技監　市町村の水道事業につきまして

は、保健医療部の衛生薬務課のほうが指導監督して

いくような形になっておりまして、補助金の手当て

ですとかそういったことについて、保健医療部のほ

うと相談されているかと思います。ただ企業局とし

ましてもそういった零細な簡易水道事業ですとか、

離島の水道事業体に対しては技術的なアドバイスを

行っていくということで体制を整えて実際に相談に

 乗っているところです。

 　以上です。

○平良昭一委員　海底送水管というのはかなり莫大

なものであると思いますから、この辺皆さんの中で

は政治的な判断はできないはずですから、これまた

 考えていきたいと思っています。

　流域下水道の件ですけど、先ほどもちょっと西銘

委員からもありましたけど、設備の老朽化や腐食に

伴う更新投資の負担が増大することが見込まれると

指摘をしているわけですよね。先ほどの対応もいろ

いろ聞いたんですけど、長期的な対応、長期的な計

画とかそういうものもありますか。特にこの老朽化

 の腐食に伴う管の問題ですよ。

○上原正司下水道課長　沖縄県では、下水道施設の

点検調査の方針及び点検調査結果に基づく施設の改

築等に関する対策内容等を定めた沖縄県下水道ス

トックマネジメント計画を令和２年度に策定してお

 ります。

○平良昭一委員　これ水道事業も同じだと思うけど

 水道もそういう長期計画を立ててやっていますか。

○志喜屋順治総務企画課長　企業局におきましても

長寿命化に資する長期修繕計画というのを立てまし

て、修繕点検等を実施しているところでございます。

すみません、更新事業につきましても、アセットマ

ネジメント計画に基づき策定しておりまして、それ

に基づいて更新事業も実施しているところでござい

 ます。

 　以上です。

○平良昭一委員　分かりました。 

　病院事業局の病院事業についてちょっとお聞きし

ます。午前中もありましたけど県立病院の一部にお

いて医師の欠員等により診療科の休診や診療の制限

が行われているような状況があって、北部病院、中

部病院、八重山病院あたりがそういう状況になって

いるということもありましたけど。最近ですね、北

部の透析患者の受入れの体制が逼迫している状況だ

ということを聞きましたけど、実際どういう状況に

 なっているんですか。

○中矢代真美病院事業企画課医療企画監　お答えし

 ます。

　現在県立北部病院で腎臓内科を担当している医師

は２名おります。逼迫している状況についてですが、

２次医療圏としての北部医療圏において逼迫してい

るという状況はお聞きしています。現在は北部病院

において診察させていただいているのは重症患者で

あったり、急変時対応ということになっておりまし

て、そこに関しての２名の体制を維持しているとこ

 ろではあります。

○平良昭一委員　聞いた話によると、北部病院でで

きない、一般の病院でもやっているような状況があ

りますけど、足りなくて中部まで透析を受けに行か

ないといけないような状況があって中部から押し出

される状況もあると聞いているんですよ。その辺で

いわゆる透析難民というような形の方々が出てくる

んじゃないかということで耳にしているんですよね。

そういう状況の中で、北部病院の２名体制の中でや

るだけでは到底足りないから、一般の病院もやるわ

けですよね。それでも足りないという状況の中でど

う考えるのですか。中部まで行くということに関し

 て。

○中矢代真美病院事業企画課医療企画監　お答えい

 たします。

　透析患者に関して全ての透析患者を県立病院だけ

で見るということには該当しないと今考えておりま

して、やはり地域も含めて全体で考えてその中でも、

重症患者や急変をしたところの対応はしっかりと県

立は守るというような役割になるのではないかと思

いますが、今後保健医療部や地域などと調整してい

かないといけない案件ではないかと考えております。 

○平良昭一委員　いわゆる北部12市町村の首長さん

あたりにもそういう現状を訴えていきたいという話

があってですね。その話の中でも、やっぱり現在の

北部地域の医療体制を考えると、北部病院のいわゆ

る肝臓内科医師、透析看護師の定員を増やして対応
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していくことが現実的であるというようなことも言

われているんですけど、そこは全く違うのですか。

 どんなですか。

○中矢代真美病院事業企画課医療企画監　お答えし

 ます。

　そのところの考え方の整理も今後地域の方及び保

健医療部とともに整理していきたいと思っています

 ので、よろしくお願いします。

○平良昭一委員　分かりました。 

　その対応は早めにやっていただきたいと思います。 

　そして令和５年４月に総務事務センターを設置し

てやってきていると言っていますけど。設置した効

 果というのは今の段階で分かりますか。

○平田いずみ病院事業総務課病院総務事務センター

室長　お答えいたします。 

　午前中もお答えさせていただいたんですけれども、

全部で６病院ございまして、北部病院と宮古病院の

事務を今一部移管したところでございます。こちら

は令和６年度に中部病院と精和病院、そして令和７年

度に八重山病院と南部医療センター・こども医療セ

ンターと移管していく予定でございます。この病院

総務事務センターの設置により、課題改善を図られ

るものと考えておりますが、設置の効果については、

 来年度以降検証していきたいと考えております。

 　以上です。

○平良昭一委員　分かりました。 

　最後に、16か所の附属診療所の運営等も昨日いろ

いろあったんですけど、その現状と課題を最後に

 ちょっと伺いたいと思います。

○中矢代真美病院事業企画課医療企画監　お答えし

 ます。

　離島診療所の抱えている課題に関して、今現在、

ほぼ２か月に１回、全ての県立16離島診療所と定期

的にウェブ面談を開いてまして、皆さんの声を拾い

上げながら課題を抽出して解決策を一緒に見い出し

て、そして年に１回全県立病院の医師や保健医療部

や、そのほか関係者を集めた会議で、またそれを振

り返って課題解決に向けておるところでございます。 

○平良昭一委員　いわゆるスムーズに連携が取れて

 いるということですよね。

○中矢代真美病院事業企画課医療企画監　そのとお

 りでございます。

○平良昭一委員　終わります。 

○上原正司下水道課長　先ほど平良昭一委員の御質

問に対する答弁で沖縄県下水道ストックマネジメン

トの策定を令和２年度と答弁いたしましたが、正し

くは令和２年３月の間違いです。おわびして訂正い

 たします。

○國仲昌二委員長　これで平良昭一委員の質疑は終

 了しました。

 　金城勉委員。

○金城勉委員　私は水道事業会計についてお尋ねを

いたします。昨日から議論が行われているんですが、

収益事業がこの令和２年、令和３年、令和４年と、

５億円単位で減少しているということなんですけれ

ども、これほど一気に収益が悪化するというのは、

単に物価高騰等のそういう動力の問題だけなんで

 しょうか。ほかにも要因がありますか。

○志喜屋順治総務企画課長　こちらが考える要因と

しましては、電力費用の高騰と、あと物価そのもの

 の高騰も影響しているものと考えております。

○金城勉委員　そういう収益悪化に伴い、この料金

値上げの話が今出ているわけですけれども、その値

上げの幅があまりにも大き過ぎて消費者の皆さん方

からは大変な驚きの声が多く出ているんですけれど

も、それについての皆さんの反響といいますか。そ

 れをどのように捉えておりますか。

○志喜屋順治総務企画課長　料金改定につきまして

は、受水事業体向けに説明させていただいておりま

す。改定額、それから改定幅を説明させていただい

ている中では、受水事業体からの意見としましては、

改定幅については大き過ぎると、改定時期について

は早すぎる、もっと遅くしていただきたいというふ

うな御意見、御要望はいただいているところでござ

います。それから外部の経営評価委員会の意見につ

いては、逆の意見でして、速やかに改定すべきとい

う意見ですとか、改定額、改定幅についても、こち

らが試算した内容が適切であるというふうな意見も

いただいていますので、そういった意見も含めて、

 現在精査に努めているところでございます。

 　以上でございます。

○金城勉委員　30年間も据え置いてきたということ

で改定やむなしというような流れができつつあるん

ですけれども、ただ皆さんのほうにもやっぱり水道

事業についての中長期的な計画というのがあるはず

ですから、その都度その事業の進捗に伴う経費の問

題とか、そういうことは当然検討されてきたと思う

んですけれども、なぜ30年も据え置いて、その結果

いきなり30％という数字につながるような、極めて

ショッキングな事態に至っているのか、その辺のと

 ころはどうですか。

○志喜屋順治総務企画課長　企業局におきましては、
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平成５年の改定以降、経営健全化計画を策定させて

いただきまして、この間経費縮減ですとか、組織定

数の適正化ですとか、そういったものに取り組んで

きたところでございます。そういった成果もござい

まして、30年間改定してこなかったという話もある

んですけども、企業局としましては、その都度の環

境の変化に応じて、この間財政投資計画を含めた見

直しを図ってきたところでございますが、今回の物

価高騰と、あとウクライナ情勢に基づく燃料費の高

騰というのが、こちらが想定するよりもかなり早く

経営の悪化を招いたというところで、それが前回の

見通しの際にも、将来的には施設の更新ですとかそ

ういった更新事業で料金改定はせざるを得ないとい

うところは、把握はできていたんですけども、それ

が昨今の状況が悪化を早めさせたと理解していると

 ころです。

○金城勉委員　そういう事情はあるにせよですね、

やっぱり計画的な見直しというものも随時行って、

適時的確に検討する必要があるかと思います。それ

でですね、今答弁の中にありましたように、市町村

からもやっぱりいろんな声が寄せられていると思う

んですね。皆さんのほうにも届いていると思うんで

すが、その値上げ幅の問題、そしてもう一つは値上

げ時期の問題。市町村にとっては、県のこの料金値

上げによって、その準備に入る期間が必要だという

こともあって、一定の準備期間というものが必要だ

という声も聞いているんですけれども、そこはどう

 ですか。

○志喜屋順治総務企画課長　委員おっしゃるとおり、

事業体の御意見も大変重要な御意見だと考えており

ますので、その意見も含めて先ほど申し上げさせて

いただいたとおり、改定もやむなしという話のとこ

ろの経営評価委員会の御意見も含めて、総合的に

ちょっと今検討させていただいているところでござ

いますので、引き続きそれについては精査の上最終

的な判断をさせていただきたいなと考えているとこ

 ろです。

○金城勉委員　その辺のところをよくよくいろんな

声をしっかりと踏まえながら、丁寧にやっていただ

 きたいと思います。

 　以上です。

○國仲昌二委員長　これで金城勉委員の質疑は終了

 いたしました。

 　大城憲幸委員。

○大城憲幸委員　私は企業局だけですね、お願いを

します。趣旨は少し今あった金城委員の部分と重な

るところがありますけれども、二、三点確認しなが

 らお願いしたいと思います。

 　資料としては、監査の意見書の６ページ。

　審査意見の中から少し具体的に数字を確認しなが

ら進めたいと思います。私のものがちょっと落書き

が多いので事務局で発表者になって出してもらえま

すか。このページからも、昨日からたくさん議論が

ありましたので重複しないようにしますけれども、

これだけ急激に悪化した要因というのはもう管路老

朽化に、これから資金がたくさんかかりますよと。

水道広域化が必要ですよと。あるいは電気料金の高

騰ですよと。この３つがこの中に入っているわけで

すけれども、まずこの老朽化施設の更新や耐震化の

部分について、中長期計画の中で、例えば設備につ

いては沖縄の設備はもう５割が老朽化していますと。

管路については４割が老朽化していますと。今後そ

れが進んでいきますというようなことが中長期計画

でも書かれています。また、県の特殊事情として、

復帰後の整備についてはアメリカの基準でやられて

いるからそういう対応も必要になってきていると書

かれています。これは全国とほかの都道府県と比較

をすると、この老朽化率とかこういうアメリカ基準

でやってきたものというのは、今後の他県よりも老

朽化が激しくなる。今後投資額が大きくなるという

見通しになるんですか。その辺の全国との違い、あ

 るいは今後の見通しについてまずお願いします。

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　老朽化につきましては法定耐用年数というのがご

ざいましてそれの超過割合というのがございます。

それが全国平均の超過割合につきましては、法定耐

用年数の超過でいきますと最新の情報では令和２年

度20.6％が全国的な数値となっております。それに

対して、沖縄県の現在の企業局が所有する管路の法

定耐用年数を超える管路につきましては、少し時期

がずれますけども令和４年度末で割合としましては

36.8％の超過となっておりますので、全国に比べる

と超過の割合は大きい状況があります。さらに沖縄

県の企業局の場合につきましては、復帰後急速にア

メリカ規格の管路を更新したというところがありま

すので、法定耐用年数というのが40年というふうな

管路の部分にありますので、そこは今後全国と比べ

ると、本土復帰したところから考えると、その老朽

化率が上昇するのは、比較的違う動きをするんじゃ

 ないかなというふうに考えているところです。

○大城憲幸委員　そういう意味では先ほども指摘

あったように30年間我慢したのに、ここに来て一気
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に３割かという議論はどうしても出てくるわけです

よ。ただ一方で、やはり今日も議論があったように、

この費用に占める減価償却の割合というのは全国の

半分ぐらいしかやっていないということは、逆にこ

れまで投資に回さないで、値上げしないように頑張っ

てきたという見方もできるし、逆に老朽化率は全国

より10ポイントも高いのに、ほかの県に比べて投資

をしてこなかったという見方もできるんですよ。そ

の辺については、今後の見通しとしてはどう考えて

いるんですか。これまでの反省をどう生かして今後、

投資もしていくのか、しっかりと皆さんが言う安定

供給をしていくのかというのはどう考えているんで

 すか。

○志喜屋順治総務企画課長　減価償却費が全国で低

いという話がございますけども、この比較している

減価償却費というのが、ちょっと話が複雑になるか

もしれないですが、長期前受金戻入という言葉を使

いますけども、国庫補助金相当額を差し引いた部分

については、全国よりも低くなっております。ただ

し、それを差し引かない純然たる設備の規模を表す

減価償却費という概念でいきますと、全国よりも高

い割合となっておりますので、全国に比べますと施

 設を多く持っていると。

　その原因が、本島北部のほうの水源に水道の原水

を求めているところがありまして、その需要地が中

南部の都市圏に送水するということから、管路の総

延長も全国に比べるとかなり長いというところがあ

りますので、基本的にはこれまではどちらかという

と、需要を賄うための施設整備、安定給水を確保す

るための施設整備というところに重きを置いて実施

してきたところです。その実施してきたものが老朽

化が併せて進行してきたということで、今どちらか

というと新しく施設整備するというよりもその老朽

管のほうを更新するほうに移行してきているという

ところでありますので、それを怠ってきたわけでは

なくて、施設整備したものがどんどん老朽化に伴っ

て、逆に今度は更新のほうに重きを置き始めている

ところでございます。そういったところでの施設整

備に切り替わってきているところからすると、そこ

の整備費用というのは、引き続き確保していかない

といけないというところがありますので、その財源

の確保については引き続きあらゆる施策を投じて確

 保に努めていきたいと考えているところです。

○大城憲幸委員　よく分かりました。 

　ただ現実として老朽化率というのは全国平均より

も10ポイント高いわけですから、そこにはしっかり

やっぱり投資もしていかなければ安定供給もできな

い。加えて言えばこれは沖縄だけじゃなくて全国的

な問題ですけれど、やっぱり管の老朽化というのは

これから社会問題化していくのは間違いない。そう

いう中で、県の施設だけではなくて、市町村が抱え

ているものももっと深刻な市町村も当然出てくるわ

けですから。やっぱり末端の県民の水道料金という

意味では今後非常に不安もあるわけですよね。それ

を踏まえてちょっと次の電気料、動力費の部分に行

きますけれども、これも皆さんが前に議員に配った

資料からすると、この30年で電気料金が1.5倍になっ

たと。約キロワット20円になったと。ただこれは令

和４年なんですよね。そのあとまた令和５年が一気

に上がっているんですけれども、その辺というのは

 どれぐらい上がっているんですか。お願いします。

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　令和４年度の動力費の決算額ですが、34.8億円の

動力費を今回実績として計上させていただいていま

す。それに対しまして、令和５年度の動力費につき

ましては、現在の燃料調整単価というのがございま

すけどもそれが電気料金の高騰の割合になるんです

けども、その11月の最新の燃料費調整単価が今後３月

まで続くと仮定した場合の今年度の動力費の見込み

としましては41.4億円ですので、令和４年度の実績

の34.8億円に比べますと、７億円程度の増額になり

ますのでさらに高騰しているということになります。 

○大城憲幸委員　これはさらに、国、県の補助がな

くなるとさらに上がるという認識でいいんですよね。 

○志喜屋順治総務企画課長　現在、国、県の電気料

金の高騰に関する補助金をいただいているところで

の話でございますので、それがなくなるとさらに高

 騰する可能性は高いと考えております。

○大城憲幸委員　そういう意味では、この直近数年

で1.5倍ぐらいになって年間の支払いがもう35億と。

それが国、県の補助を踏まえても、もう約42億と。

そしてそれがさらにもう50億ぐらいどんどん上がる

わけですよ。そういう中でどう対応していくのかと

いうことで、これも昨日からありますけれども、こ

の審査意見の下のほうにある中長期計画で掲げる施

策を頑張ることと。そして保有施設の有効活用とエ

ネルギーの技術等の導入ということがありますけれ

ども、これは昨日もありました。現状ある施設――

海水淡水化施設とか、空いている敷地なんかで太陽

光発電をやるとかという話がありましたけれども。

これでは全く今言うこれまでの常識の範囲内での省

エネ対策ぐらいにしか聞こえないんですよ。ただも
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うこの数年で本当に1.5倍、２倍、そして今後も下が

る要素がないわけですから、その辺の取組というの

は今の状況では駄目だと思うんですけれども、ちょっ

と現状の認識とこの危機的状況を見ての今後の方針

 というのは現時点でどう考えているんですか。

○志喜屋順治総務企画課長　今委員おっしゃるとお

り、省エネルギーの対策につきましては、引き続き

取り組んでまいりますが、動力費が下がらないとい

うところでいくと、そういった施策を講じても十分

じゃないという話もございますので、そのほかの経

費、事業運営に係る費用として、設備投資費そのも

のを下げる努力もさせていただきたいと考えている

中では、午前中も説明しましたけども、設備仕様の

見直しを図ってこの今のスペックをスペックダウン

させていただくですとか、あと規模についてもダウ

ンサイジングを図って、施設整備費を削減するです

とか、それから発注方式の見直しでこちらが設計し

て発注するという方法を設計と施工一括の発注方式、

いわゆるＤＢ方式といいますけども、そういった発

注方式ですとか、その他の費用で節減できるところ

を、あらゆる方策を講じながら取り組んでいくとい

 うふうなことになるかと考えております。

○大城憲幸委員　専門の常任委員会でもありません

から、少し指摘して、できれば局長のコメントを欲

しいんですけれどもね。今言う中長期的で書いてい

るようなことはもう当然今までもやってきたし、今

後頑張るというのは分かります。ただ今議論したよ

うに、もう30億が40億になり、今後50億になり、ど

こまで上がる分からないという中で、それがもうほ

かの県に比べても動力費が2.5倍ぐらい占めるわけで

すよ、経費の中で。そういう意味でどこの県よりも

この電気料というのが大きく県民生活に影響すると

いうことを考えていくと、やはり電気と一緒で総括

原価方式でどこまで努力しているのかが我々なかな

か見えにくいところがある。ただやはり、それは徹

底した努力をするという前提で総括原価方式なわけ

ですから、今は電力さんと組んで、ＰＰＰでソーラー

パネルを入れたり、そういうことはしているみたい

ですけれども。私やっぱり根本的に、例えば琉大の

先生なんかもそういう専門もいるわけですから、こ

こにあるような保有資産を本当に徹底的に活用をし

て、自分たちで発電所を造るとしたら本当にどれぐ

らいになるのか。もう50億60億も電気代を払うわけ

ですから、やっぱりほかの企業なり民間とは違うよ

うなこともできると思うんですよね。そういう本当

に根本から考え方を変えるぐらいの挑戦をしないと、

やはり皆さんが言う安定供給という前提があります

から、なかなかリスクは冒かせないというの分かり

ますけれども。ただもう県民生活を守るためにはそ

う言ってもいられないなと思うんですよ。その辺

ちょっと今の議論を聞いて局長の所見を伺えますか。 

○松田了企業局長　御指摘ありがとうございます。

企業局としましては、あらゆる手法に取り組みまし

てですね。今後やはり安心・安全な水を安定的に供

給するのと併せて、それにかかるコストをどのよう

に下げていくかということについて、今委員が御指

摘のようにこれまでの考え方の手法から少し一歩踏

み出して、より専門家の意見を聞いてシミュレーショ

ンをしてみるとか、そういう取組もぜひ今後取り入

れて一体我々がどのようにして電源を確保していけ

 るのかについて検討してまいりたいと思います。

○大城憲幸委員　よろしくお願いします。もう一点

だけ工業用水お願いします。これも審査意見の29ペー

ジからお願いします。この表の施設の利用率が

59.67％。これが施設規模に合った需要が確保されて

いないから頑張りなさいというような監査からの意

見があります。それに対して皆さんの中長期計画で

は、商工労働部と連携してＰＲしていきますよみた

いな話なんですけれども、前々から南部地域はもう

工業用水が足りないと。ただ地域によっては、なか

なか工業用水が使い切れないと。トータルとして約

６割ということなんですけれども、逆に最近また契

約水量が下がってきているというような資料もこの

中にありましたけれども、ちょっと現状と今後の方

 針はどう考えているんですか。お願いします。

○米須修身配水管理課長　ただいま委員のほうから

ありましたように、施設利用率については６割となっ

ておりますが、供給義務を負います契約水量に基づ

く契約率につきましては現時点で約85％となってお

ります。また合計６地区の供給地区があるんですが、

その供給地区のうち、中南部に位置する中城湾地区

と糸満工業団地の２地区におきましては契約率が現

在100％に達しておりますが、その他の４地区におい

ては契約率が56％から93％の範囲にありまして、そ

ちらにつきましては、受水事業者を募集していると

 ころでございます。

 　以上です。

○大城憲幸委員　契約に対して85％だよという話が

ありましたけれども、令和７年の契約目標が皆さん

に２万7000トン掲げていますけれども、この数字は

 現状はどうなっているんですか。

○米須修身配水管理課長　令和７年度の契約水量の
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目標値、2万7000トンとなっております。申し訳ござ

いません。令和５年10月時点での契約給水量の合計

 水量が約２万5000トンとなっております。

○大城憲幸委員　もう締めますけれども、これも前

々からの課題だと思うんですよね。今あったように

糸満なんかはもう100％でなかなか新たな産業を工場

を造りたいと言っても水がないというようなものが

ずっと前から課題としてあるはずです。沖縄県とし

てはどうしても製造業が弱い。そこは強化していか

ないといけないけれども、全体で押しなべて調べた

ら６割ぐらいだから、あるいは契約の85％供給でき

ているからいいというものでもないし、中長期の計

画を見ても、ちょっと今後の方向性というのがなか

なか私には読み取れないところがありますので、今

回は工業用水の部分は値上げはしないように頑張り

ますということではあるんですけれども、しっかり

また中身の充実に努めていただきたいとお願いをし

 て終わります。

 　以上です。

○國仲昌二委員長　これで大城憲幸委員の質疑は終

 了しました。

 　下地康教委員。

○下地康教委員　私は水道事業ですね。監査の意見

書の７ページの上段のほうに広域化の話が出ていま

す。その意見書の中では沖縄本島周辺離島８村の水

道用水供給事業の広域化、引き続き着実に推進して

いただきたいというふうになっているんですけれど

も。今現在で、粟国、北大東、座間味と伊是名、南

大東で給水が供給されていると言っておりますけど

も、水というのはどういうふうにして飲料水になっ

ているんですか。どういうふうに生産されて供給さ

れていますか。要するに水をどういうふうにして造っ

 ているんですかという話ですね。

○石原祥之建設課長　質問にお答えします。 

　各離島のほうですね、水源のほうを海水に頼って

いるところもあれば、ダム、河川、地下水に頼って

いるところもありまして、その水源を浄水場のほう

 で処理をしまして水道水に処理をしております。

○下地康教委員　海水の淡水化はその８村の中でど

こがやっているのか。またこれからもどこがやる予

 定なのか、それをお聞きしたいです。

○石原祥之建設課長　現在、企業局で供用開始して

いる島のほうの海水淡水化施設につきましては、粟

国村、北大東村、座間味村阿嘉・慶留間地区、あと

伊是名村、南大東村となっております。今後の予定

としましては、座間味村座間味地区、あと渡名喜村

 を予定しております。

○下地康教委員　離島８村の中で、淡水化で賄おう

 としているところだけ教えてください。

○石原祥之建設課長　海水淡水化施設のみという島

のほうにつきましては粟国村、北大東村、座間味村

の阿嘉・慶留間地区、南大東村となっております。

これから供用開始の予定では渡名喜村となっており

 ます。

○下地康教委員　この海水の淡水化とそれとダムで

すかね。この離島８村の中でですよ。この精製単価

 というんですかね。それはどちらが高いんですか。

○石原祥之建設課長　海水淡水化施設と、あとの陸

水系の水処理の浄水場でいきますと海水淡水化施設

 のほうがコストが高くなります。

○下地康教委員　離島の場合は、やはりダムとか造

るのがなかなか難しいと。天水に頼ると。結局水不

足という話になるんですけども。それを淡水化によっ

て補っていくというのが流れだと思うんですけども、

だけどこの淡水化はかなり――要するに単価が高く

なるという傾向にあって、非常にその自治体の負担

が大きいんですよね。それでどうしても広域化にし

たがる、また広域化に向かっていくというふうにな

るんですけども。それともう一つはやはり小さいそ

の市町村だと、その技術者がなかなか育ちにくいと

いうのがあって、その施設を維持管理するのに、大

変四苦八苦をしているという状況があるので、やは

り離島においては、水道の広域化を非常に進めたい

という離島が多いという形になるんですけども。今

現在沖縄本島周辺の８村が計画の中に取り組まれて

実施されていると思うんですけども、宮古地区にお

いても多良間村が広域化のお願いをしているんです

けども、その辺りはどうなんですかね。その計画と

してはどうなっているかどうかお聞きしたいと思い

 ます。

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　多良間村につきましては、周辺離島８村に含まれ

ていませんので、現在の計画では多良間村までの計

画はございません。多良間村につきましては、現在

水道行政のほうの保健医療部衛生薬務課のほうで、

水道広域化に係る検討会というのを市町村も含めて

実施しているところです。その市町村も含めた議論

の中で、８村以降のその今後の広域化の進め方につ

いて現在検討を進めているところというふうに聞い

 ております。

○下地康教委員　県は平成24年度に沖縄県の水道整

備基本構想というのをつくっています。それでその
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中においても水道の広域化の推進というふうにう

たっているんですけれども、この辺りですね、県の

水道計画と皆様方の企業局の考え方、それとの連携、

 取組、それを具体的に聞かせてもらえますか。

○志喜屋順治総務企画課長　水道整備基本構想に基

づきまして、まず圏域ごとに広域化を図ろうという

ふうな計画になっているというふうに理解しており

ます。ですので本島圏域の広域化、それから宮古圏

域、八重山圏域、それぞれの圏域ごとの広域化をま

ず進めていきましょうというふうな計画が、その水

道整備基本構想でうたわれている構想だと理解して

おりまして、沖縄本島側の広域化のところの部分で

まず広域化を実施しているというふうなところであ

ります。そこについては県のほうが策定した水道整

備基本構想に基づいて、企業局もその用水供給の拡

大という形での広域化を推進させていただいており

 ます。

　一方、宮古圏域、八重山圏域については、まず圏

域ごとの広域化を図りましょうというふうなものが

計画となっておりますので、そちらのほうでまず圏

域ごとの広域化を推進していただくというのが、水

道整備基本構想の中での推進の仕方かなと思うんで

すけども、その関わりとしましては、こちらとして

技術的な助言ですとか、そういった施設の更新に当

たっての効率的な更新、先ほどおっしゃっておりま

した管理のしやすい施設の構築等については、企業

局から必要な助言をさせていただいているところで

ありますので、そういったところにつきましては行

政のほうと連携しながら進めさせていただいている

 ところでございます。

○下地康教委員　これ宮古地区においても多良間地

区の広域化、要するに宮古地区において広域化をす

るというような流れは一時ありました。それがなか

なかできないということで、現在多良間村は県の広

域化を何とかしてくれよというような要望を上げて

おります。そういうことですので、例えば今沖縄県

水道事業広域連携検討会というのがあると思うんで

すけども、これは皆様方との連携というのはどうなっ

 ていますか。

○志喜屋順治総務企画課長　衛生薬務課が設置して

おりますこの検討会につきましては、企業局も入っ

て、市町村も入っておりますけども、そこの中での

議論のメンバーとしては参加させていただいており

 ます。

○下地康教委員　そういう意味で基本的にはそれぞ

れの地域の広域の中で検討するという話もあるんで

すけれども、沖縄県全体で物事を捉えるという考え

 方はあるんですか。

○志喜屋順治総務企画課長　水道整備基本構想の中

では県全体としての捉え方として、将来的には県内

で統一した水道という方向性を掲げながら進めてい

るというふうに理解しておりますので、そういった

ところでの県の統一的な考え方というのがあると

 思っております。

○下地康教委員　例えば宮古地区でなかなか多良間

村の広域化が進まないというのは、やはりその水道

行政を宮古島市が抱えるというのが非常に厳しい部

分があるということで、それがなされていないとい

うのがあると思うんですね。それでそういった問題

をやはり沖縄全体で捉えて、拾っていく必要がある

のかなというふうに思いますので、この辺りもしっ

かりと皆さん方検討していただきたいというふうに

 思いまして、私の質疑を終わります。

○國仲昌二委員長　これで下地康教委員の質疑は終

 了いたしました。

 　休憩いたします。

 　　　午後３時32分休憩

 　　　午後３時48分再開

○國仲昌二委員長  再開いたします。 

　先ほど西銘純恵委員の質疑に対する答弁で、病院

事業経営課長から答弁を訂正したいとの申出があり

 ますので、発言を許します。

 　宮平直哉病院事業経営課長。

○宮平直哉病院事業経営課長　西銘純恵委員の御質

問の中で未収金についてのくだりがございまして、

その中で過年度の未収金の件数、それから４年度の

件数と額、その間の推移についての御質問がござい

ました。訂正前ですけれども過年度未収金の額につ

いて、15億9921万1000円と申し上げましたけれども、

訂正後は過年度未収金の額として12億7292万2000円

が正しい額となります。訂正しておわび申し上げま

 す。

○國仲昌二委員長　引き続き質疑を行います。 

 　又吉清義委員。

○又吉清義委員　皆さんお疲れさまでございます。

時間は見ないでください。あと２人ですから皆さん。

スピーディーにいきたいと思いますのでよろしくお

 願いいたします。

　初めは病院事業会計決算審査意見書の中からなん

ですけど、再度確認させてもらいます。３ページに

ありました病院事業局の感染症病床確保事業の件に

ついてなんですが、再度確認させてください。令和
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２年度、令和３年度分のものが返還金としてこれか

ら生じてくるということなんですが、ちょっと理解

に苦しんでいるのが令和２年度、令和３年度のもの

を令和４年度に返すんじゃなくて令和５年度の予算

から返すと。これがなぜそういうふうになるのかそ

ういう手法も可能なのか。本来ならば単年度ごとに

それを区切りをつけてやるべきだったのかなと思う

んですが、そうではなくて２か年分をまとめて精算

をしてやるという、この２点についてまずお伺いし

 ます。

○當銘哲也病院事業総務課新型コロナウイルス感染

症対策室長　お答えします。 

　今回過大申請が判明した経緯のほうなんですけど

も、令和４年11月に国の会計検査院が全国の医療機

関の病床確保料の検査をしましたところ、先ほど２つ

の理由があると申し上げましたけど、そういった過

大申請が判明しまして厚生労働省のほうに指摘をし

ております。厚生労働省のほうはこれを受けて各都

道府県を通して医療機関に病床確保料の令和２年度、

３年度分の自主点検を行うよう指示しております。

あわせて、各都道府県が医療機関の現地調査に入っ

て、その２年度、３年度分の病床確保料のやり直し

といいますか、改めて申請額を精査するよう指示し

ております。それで県立病院も含めて各医療機関の

ほうで精査しましたところ、今年の３月に過大申請

のおおむねの額が判明したということで、そこから

県保健医療部を通して厚労省のほうからその差額分

について、返還を求められたということです。県立

病院については、令和５年度当初予算に計上し、さ

らに去る９月議会でも補正予算を確保しまして今年

 度の予算で返還するということになっております。

○又吉清義委員　そういうことですか。非常に不思

議だったものですから、本来ならば単年度ごとの決

算でこれが行われればお互い２か年続けてのミスを

生じなかったのに、どうしたのかなと、非常にこれ

が疑問でなりませんでした。ということは遡って県

立病院もそういうふうに再度チェックをするという

ことであれば、民間病院のそこにちゃんと補助金を

拠出した10病院でしたか、そこも令和２年度、令和

３年度再チェックをするというふうに理解していい

 んですか。これとは別ですか。

○當銘哲也病院事業総務課新型コロナウイルス感染

症対策室長　補助金の交付元であります保健医療部

のほうでは、今回の県内の医療機関については県立

６病院を含めて31医療機関で過大申請が判明してい

るということを聞いております。先ほど申し上げた

ように令和２年度と３年度分の自主点検を行うよう

厚生労働省から指示されていますので、県立病院含

めて県内の医療機関、全国の医療機関ですね、自主

点検を行った結果が今回の過大申請の判明というこ

 とになっております。

○又吉清義委員　県立病院と同じ解釈で行っている

のであれば多分皆様方もそういう解釈の下に交付を

しているならばこれもまた大変なことだろうなとい

うことがちょっと予測されるものですから、非常に

 危惧をしております。

　次、同じく７ページのほうにありますようにそう

いったことが起こらないようにということで、皆さ

んのほうで財務に関する事務について是正改善を要

する事項についてということで、この令和４年度取

り組んでいるわけですよ。その中で令和４年４月に

本庁組織の再編や県立病院の事務部各課に係を設置

するとともに事務職員を増員しているということな

んですが、しかしその係については26名でしたかね、

この県の監査のほうではそこには専門性の高い体制

を構築するとともに財務事務の適正な執行に努めて

いただきたいというふうに指摘をされておりますが、

この係の方々というのはこのような資格を持ってい

る方なのか、簿記とか病院医療事務の資格を持って

いる方なのか、単なる事務としてそういった方々が

派遣されているのか。人数とその資格等について

 ちょっと御答弁お願いします。

○照屋陽一病院事業企画課長　お答えします。 

　ただいまの質問に関しましては令和４年度から県

立病院の事務部各課の業務グループごとに係長を配

置していまして、33の係を設置しております。その

職員というのは有資格者ではなくて一般事務となっ

 ております。

 　以上でございます。

○又吉清義委員　こういうふうに令和４年度の指摘

かもしれませんけど、ぜひそういうことをしないと

御存じのとおり今回もミスが生じております。やは

りそこは大切な部分であり、私は何割かはぜひ資格

者を置くことによってこれを防げるものになるだろ

うと。今事務ミスが多いのが現状でございます。県

の皆さんですね。やはりそこにはプロフェッショナ

ルを配置をする、そういう体制に変えていかないと、

私はまだまだ生じてくるんじゃないかと思うんです

よ。そうすると当初からそういった人員を増やすこ

とだけでやって、やはり強化をするという部分では

そこまでは皆さんは計画していなかったと理解して

 いいですか。
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○照屋陽一病院事業企画課長　お答えします。 

　この係制の導入の目的としましては、今まで課長

がチェックをするという体制でその負担軽減を図る

ということで、係長を置きましてダブルチェックす

ることによって適正な事務処理を行うというような

 目的で考えて導入してございます。

○又吉清義委員　また後で出てくるんですが、ダブ

ルチェックをして負担を軽くするということなんで

すが、どうもその辺が本当に機能しているのかなと。

後で出てきますけど、非常にこれでいいのかなとい

 う考えがあるものですから。

　次に、素人的に考えたら非常に疑問でならないん

ですが、11ページにあります当初業務予定量と実績

というものです。これは入院であり外来についてで

す。非常に私は悩んでおります。これはなぜかとい

いますと例えばこういうふうに指摘をされておりま

す。皆さんはどのように解釈をするかです。これは

上から５行目ですね。入院患者数は全体で実績が予

定量を５万6066人下回っていると。全ての病院で実

績が予定量を下回っているという指摘でございます。

下回っているのは事実であります。そうすると一体

全体この病院事業、人の命を守るのも当たっていま

す。経営も成り立たさないといけないです。これも

当たっています。非常に苦しい状況です。この外来、

入院が減るということは皆さんはこの書き方からす

ると、だから経営が成り立たないんだということに

しか私は捉えてないんですが、減っているというこ

とは皆さんどのように御理解しているかということ

 です。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　予定量というのは、病院ごとに記載がありますけ

れども、それぞれの病院のスタッフの数であるとか

がフルに活動するという前提で、なおかつこれまで

の各病院の入院、外来の患者さんの動向であるとか、

そういったものを踏まえた上で、１年間に北部病院

ですと７万9949人の入院の予定量があるであろうと

いうことで計算をしたわけですけれども、実際には

例えば病棟の閉鎖だとか職員の休職であるとか、そ

ういったことで実績としては予定量を下回ったとい

 うことで認識をしております。

○又吉清義委員　ですから予定量を下回ったという

ことは皆さんはどのように解釈をしていますかとい

うことです。それを聞いているわけです。この予定

量を下回ったというのは御存じのとおり、例えば令

和２年度の入院は54万7749名、令和３年度は53万

1457名、令和４年度は54万2341名と。外来のほうの

実績も令和２年度は65万4810名、令和３年度は70万

1650名、令和４年度は71万3197名と。実績は徐々に

増える傾向があります。その中で皆さんはやはり病

院経営としてこの予定量と実績の関係。人数が減る

増えるというのはどのように捉えていますかと、私

 はそこは大きなポイントがあるかと思います。

○本竹秀光病院事業局長  今の委員のお話は非常に

重要な話ですよね。恐らく毎年予測の患者数を今ま

でやってきたわけですよね。今回も例えば恐らく令

和元年、いわゆるコロナ前と比べて予測は多分少な

く見積もらざるを得ないはずなんです。コロナの非

常事態ですので、まだ。だからそれに近づける努力

をしようとしているんですけど、今回それでも５万

何ぼか少なかったというのはやっぱりいわゆるその

医療の受療行動も今大分変わっていますので、医療

を受ける側ですね。ちょっと予測がつかないところ

もあります。ちょっとイレギュラーなことが起こっ

ていますので、恐らく次年度以降ですよね。なるべ

く立てた目標に近づけるように、これはこちらのほ

うでいろんな努力をしていかないといけないと思い

ます。今委員が疑問に思われているようにこちらが

立てた人数と乖離があるというのは、やはり読めな

いところが今のところあるんだろうと思いますね。

患者さんの受診の行動が変わっているということが

まだ続いていますのでしばらくというか今年度、次

年度あたりまではまだあるかもしれないですね。ほ

とんど恐らくコロナ前まではその前年度の、あるい

は二、三年前の患者数を基に患者さんを増やして収

入も増やそうという計画ではやってはきてはいたわ

けですけども、今回の非常事態ではそれが予測がな

かなかできなかったというのが現実だろうと思いま

 す。

 　以上です。

○又吉清義委員　ちょっと聞き方の角度を変えま

しょうね。私が予定量と実績との関係で聞きたいと

いうのは、例えば予定量をやって実績が３％ずれて

いた、７％ずれていたとした場合に、皆さん予定量

とずれの大きさというのはどのようにお考えですか

ということ。さらにですね、３％ずれたほうがいい

のか７％ずれたほうがいいのか、皆さんとしては目

標を立ててこうなるでしょうと予定量を立てており

ますが、それが実績は大きくずれる、小さくずれる

というのは皆さんどのように解釈をしていますかと

 いうことです。

○諸見里真病院事業統括監　お答えいたします。 

　今御指摘の件は予算と決算のこの乖離の話かなと
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いうふうに受け止めております。予算については先

ほど課長が言ったように、今いる現員数含めてフル

に稼働して提供できる積算を数値で計上しています。

ただ実際現場は休職者がいたり、先ほど出ていた休

床、今回宮古もありましたけども、そういうケース

が通常発生します。それを加味せずにフルでという

形を当初予算で組んでいます。指摘があるのは実働

に近い形で皆さん予算を組むべきじゃないですかと

いうのが、監査委員からの従来からの指摘でござい

ます。これにつきましては実は、なるべくそれに近

い実態で当初予算を組む努力はしていますが、まだ

この乖離がどのくらいがいいかというのは基本的に

はないところですので、なるべく実働に近い形で予

 算は組む努力はしていきたいとは思っております。

○又吉清義委員　統括監と私のお話が大分乖離して

おります。なぜかと言うと私が言いたいのはこうい

う問題ではないです。病院というのは人の命も救わ

ないといけない。これも正解です。しかし実績より

も常に皆さん予定量が多いということは、増えると

いうことは県民にたくさん病気になって、いらっしゃ

いと言っているんじゃないのかと、私これがはっき

り言って心配です。そうではないだろうと言いたい

です。実績が例えば５万人であれば、せいぜい来年

は４万9000人ぐらいしか来ないよと。県を挙げて県

民の健康に貢献するんだよという心がけが欲しいで

す。なぜかというと、健康おきなわ21を、県の30年

分の計画を見てみました。何一つ実現されておりま

せん。それでもへとも思ってもおりません。これで

いいのかと。これはいけないことだと思いますよ。

ですから病院は事業を経営するのも大事です。当たっ

ています。でも一番大事なものは算術ではなくて仁

術です。人の命を救う、病気を減らすと。そういっ

た目標でもって事業計画も立てていただけませんか

と。今の事業計画は私はこれは全て病院事業計画に

基づいた取組になっていないかなと。これじゃ私は

赤字は収まらないと思います。だって医者は少ない、

残業は増える、いろんな負担が増えてくる。多少給

料下がってももう少し医者も人間らしく生活したい

と思いますよ。私の友人が実は医者をしておりまし

たが、本当にかわいそうでした。全く休む時間ない

です。病院を出るときもいつでも呼出しの担当とし

てこれを持たされる、大変だねということで。確か

にそういう事情で残念だけど早くして亡くなりまし

たけどね。びっくりしましたよ。こんなにハードな

のと。だから我々県民一人一人が健康になることに

よって医者の負担もなくなりますよと。私は赤字も

減るものだと思いますよ。ですからそういった事業

計画も保健医療部と一緒になってつくっていただけ

ないかなと。保健医療部のマニュアルはすごいんで

すが、何一つ実行されておりませんよ。残念だけど

これが事実であります。ですからそういうのはぜひ

予測にしろ今後の病院事業計画、少し発想を変えて

こういうのも大事だろうと思いますがいかがですか。

 経営も大事ですが。

○本竹秀光病院事業局長  病人はいないほうがいい

です。誰でも一緒ですね、ものの考え方は。だけど

病人がいるんですよ。それを診るのが私たちの仕事

 なんですよ。

　ところが予防医学がなかなかできていないという

のが一番大きな問題で、今度第８次沖縄県医療計画

をつくっていますので、その中に予防医学をという

ことで私も提案をしています。それが一番重要なん

ですけれども、いかんせんまだなかなか沖縄県早世

率が高いじゃないですか。病気するんですよ、その

人たちを診ないといけないんですよね。だから別に

お金を儲けるために仕事をしているわけではなくて

――僕は心臓血管外科医として24時間365日縛られて

仕事をしてきました。それはやっぱり命を守るため

なんですよ。でも今委員がおっしゃるように予防に

どう持っていくかということがこれから重要な話に

なりますので、本当に第８次医療計画はそれが実に

なるようにみんなでやっていかないといけないかな

というふうに考えています。患者さんがいないよう

 にですね。

○又吉清義委員　ぜひやはりその辺は現場を預かっ

ている皆さんからも強く言わないと、私は直らない

と思いますよ。先ほども極端な言い方をいたしまし

たが沖縄県の計画を見て何一つ達成されておりませ

ん。私からするといつも疑問に思っているのが病院

も増えました、医者も増えました、薬も増えました、

病気も増えました、赤字も増えました。一体何がよ

くなったのと。何もよくなっておりません。だから

どうすればいいんですかと、これ皆さんだけの責任

ではないんです。我々政治家も、そして執行する側

も、もう一度今原点に立ち返ってどうやるべきかと

取り組んでいかないと、今までのパターンでこれで

いいのかというのは私はぜひ現場を預かっている皆

さんが一番御存じかと思う。大変さも。もっと声を

上げて県にはどうするか強く言うべきだと思います。

ぜひそういった意味でまずやっていただきたいとい

 うことをまず強く要望いたします。

　そして次、14ページのほうに行きます。病床100床
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当たり職員数というのがあります。これは令和４年

度、３年度の表示をされておりますけど、この全国

平均とあまりにもかけ離れ過ぎている。先ほど事務

の強化と負担が大きいという御説明がございました。

だから増やしたと。しかし事務職員及びその他職員

を見てください。全国平均と比べていかに多いかで

す。全国平均は100床当たり34.3人に対して令和３年

度は45.5人です。11名多いです。令和４年度は49.5名

で15名多いです。そういう中でなぜ負担が多いのか。

ただ負担が多いから職員を増やす、これでは解決で

きないと思います。人数自体は全国よりも３分の１以

上多いです。そういう中でこれでいいのかと。その

 原因はどこにあるんですか。

○宮城和一郎病院事業総務課長　委員今この表から

御発言がありましたとおり、全国平均に比べて本県

は職員数が上回っている状況にあります。医療部門、

事務部門含めてです。本県が全国平均を上回ってお

りますのは、県内各地域に設置された６つの県立病

院ございます。これは本県の地理的特性から各地域

に県立病院を適切に配置する必要があると考えてお

りますが、この県立病院は本県の基幹病院として、

また地域の中核病院としての役割を果たすために医

療部門、そして事務部門についてもですね。必要人

数の配置が必要となっていることが要因として挙げ

られると考えております。さらに16の離島診療所に

医師、看護師及び事務担当者を配置していることも

 影響しているものと考えております。

 　以上です。

○又吉清義委員　医師、看護師は私は今聞いてはお

りませんよ。事務職員及びその他職員のところを聞

いているのですが。そうすると49.5人というのは医

師、看護師を足した数字というふうに理解していい

 んですか。

○宮城和一郎病院事業総務課長　今委員がおっしゃ

るとおり、49.5人は事務及びその他の職員でありま

す。この説明なんですけれども、全国の34.3人を上

回っているということですね。例えば、本土の都市

部でありますと都市部に大きな県立病院を設置する

とそこに事務部門についても集約化、いわゆるスケー

ルメリットが働いてくると考えております。ただ本

県の場合は地理的特性から各地域に県立病院を配置

してその県立病院ごとに事務部門についても一定の

機能を持たせるために職員の配置が必要となってま

いります。ただそういったことをやはり改善する、

人件費を適正な額に持っていくために、今年度から

は総務事務センターというものを本庁に設置しまし

て、類似する定形業務については集約化を図りスケー

ルメリットを働かせて、各病院の事務部門を減らす

方向でいくというような取組を行っているところで

 あります。

 　以上です。

○又吉清義委員　一生懸命説明しているんですが、

理解できません。離島並びに県立病院の人員を派遣

するところなんですが、宮古、石垣、精和病院、そ

して中部病院、北部病院、この増やした人数から何

名派遣しましたか。増えた人数を何名派遣しました

 か。令和４年度に増えた人数は。

○國仲昌二委員長　休憩いたします。 

　　　（休憩中に、病院事業総務課長から県立病院

ごとに事務部門の定数があるが、欠員が生

じているところであり、病院ごとの配置数

は今手元にないとの説明があった。） 

○國仲昌二委員長　再開いたします。 

 　又吉清義委員。

○又吉清義委員　先ほどの説明をすると、離島だけ

がたくさん人数を増やしたように悪者になっていま

すが、県立病院全体にある程度均等に増やしたんじゃ

ないですか。もちろん離島は多くしていいですよ。

これよく分かりますよ。しかしその増やした人数を

ある程度各県立病院に均等で皆さんやったんだから。

だからその中で全国比率を見た場合に御存じのとお

り、合計欄を見ると全国平均は165.6人に対して沖縄

県は令和４年度208.7人ですよと。さらにアップして

いくわけですよ。ですからやはりもう一度なぜそう

なるのか、私は検証なり精査をしてもらいたいとい

うことが言いたい。現場を見て。そうしないと、な

ぜ全国平均とあまりにもかけ離れすぎているとしか

私は思っておりません。これが本当に正常な数字か

なと。頑張っていることはよく分かりますよ。しか

し人数を増やしました。御存じのとおり増やしてま

たミスも生じました。これも事実なんですよ。人数

も増やして負担も軽くなるんだったら、ミスなんか

出ないのが当たり前ですよ。ちゃんとしっかり出て

いるじゃないですか。ですから何なのと聞きたいん

ですよ。ぜひこの点はしっかりと精査をして、お互

いこの病院事業は大切でありますから、しっかりと

 いろんな角度から検証してください。

　そういった中でお尋ねいたしますけど、39ページ

の病院別経営指標というのがありますよね。その中

でも今から触れていきますけど、ぜひいろんな角度

から頑張ってもらわないといけないよというのを私

はそういう意味でお願いしたいのが、例えばこの中
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の下から４行目の医業収益に対する職員給与費です。

これ病院事業局会計では令和４年度が72.2％、令和

３年度が73.3％となっています。そしたらこれも一

番右端の令和３年度都道府県平均を見てみましたら、

全体で62.5％と60.7％。赤字病院は67.7％となって

います。この赤字病院の67.7％と皆さんの病院事業

局会計72.2％、73.7％。これどのように解釈したら

よろしいですか。そして全国平均は黒字病院は60.7％

だと。この関係はどのように理解したらよろしいで

 すか。

○宮城和一郎病院事業総務課長　委員今御指摘のと

おり、本県の医業収益における給与費の構成比は全

国平均に比べて高い状況にございます。この背景で

すけども、病院事業局職員の給与については、全職

員の１人当たりの給与月額を全国と比較しますと、

基本給については全国で28位なんですけども、時間

外勤務手当が１位となっており、職員給与費を押し

上げる原因となっております。またこの給与費が全

国を上回っていることについては、先ほどの職員数

が多いということとも当然リンクするわけでありま

すけども、これにつきましては、やはり離島県であ

るという増嵩も原因になっていると考えております。

そういったこの時間外手当の縮減については、来年

の４月から始まります医師の働き方改革等で医師の

時間外、休日勤務を抑制するというようなこれから

 取組を行っていくという予定でございます。

○又吉清義委員　すっきりしない回答なんですが、

要するに赤字病院というのは医業収益に対する

67.7％以上を超しますと赤字になりますよという、

これはそういう意味ではないんですか。どういう意

 味ですか。

○北川征一郎病院事業経営課班長　お答えいたしま

 す。

　こちらの全国平均の数値につきましては赤字病院

 の平均値ということになっております。

 　以上です。

○又吉清義委員　そうですよね。赤字病院の医業収

益に対する職員給与が平均67.7％がほとんど赤字で

すよと。ですから沖縄県で67.7％以下は正直言って

医療センターが努力してやっております。一番大変

なのがすみませんね、精和病院なんか見てください。

151.6％ですよ。ですからみんなでどのように努力を

するかなんですよ。先ほど病院事業局長がおっしゃっ

ておりました予防医学がいかに大事かなんですよ。

予防医学をしないと病院経営は成り立ちませんよと。

どうしてもそういうものになってしまう。ですから

そういうのを皆さん数字として出ているんだから。

　そしてもっと締めのお話をいたしましょうか。人

件費と病院事業に関して。まず、仲井眞県政のとき

の給与費。平成22、23年度から25年度まで仲井眞県

政でしたが、給与費どのくらいだったか御存じです

か。持っていなかったら持ってなくて別にいいです

よ。仲井眞県政であり翁長県政であり玉城県政になっ

て人件費がどのように変化してきたか皆さん御存じ

 ですか。

○宮城和一郎病院事業総務課長　恐縮ですが、数字

 を持ち合わせてございません。

○又吉清義委員　持ち合わせていなければですね、

これも素人の私が計算したものですから100％当たっ

ているとは言いませんけど、皆さんはプロですから

皆さんでやってくださいね。例えばどういったもの

かと言うと、仲井眞県政の平成22年度は257億円台で

した。そして平成24年までも273億円台。翁長県政に

入った場合は約300億円台に入っております。そして

翁長県政が終わる頃は330億円台に入っております。

玉城県政に入った場合はどのくらいに転じるかとい

うと人件費は350億円台に入りました。令和５年度の

予算書なんか390億円台でございます。なんでねって。

すごい額ですよ皆さん。そう思いませんか。当然で

すか。それくらい人件費は仲井眞県政から今の玉城

県政になって１万人ぐらい人間を増やしたのですか。

何名増えましたか。さほど増えたとは思いませんよ。

これが現状なんですよ。仲井眞県政のとき約294億で

した。今の令和５年度の玉城県政の人件費は390億で

す。100億も違うんですよ。100億も、この違いはど

こにあるかですよ皆さん。その辺考えたことはあり

ますか。要求するからそれでいいというふうにやっ

 ているのか、どんなですか。

○宮平直哉病院事業経営課長　今の又吉委員からの

御質問、御指摘に対する答えになりますけれども、

例えば平成18年度について病院事業の全体の収益に

なりますけれども、こちらが391億円ほどありました。

これがずっと推移しまして平成30年度が病院事業収

益、これは医業収益、医業外収益全部含めたものが

559億円余りとなっておりました。現在で言いますと

 病院事業収益は692億となっております。

　一方でその18年から現在までの間ですね正確な数

字は持ち合わせてないんですけれども、職員数は当

然ながら増えているかと認識はしております。要は

ですね、職員数の増加と医業収益の増加が正比例し

ていなくて、それぞれの伸びについてそごがあって

どうしてもそのそごがその原因になっているのでは
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 ないかというふうに考えております。

○又吉清義委員　なかなか理解しづらいんですが、

別の角度から質疑しましょうね。皆さん2010年度か

ら2023年度まで累積赤字は幾らに膨れ上がりました

か。累積赤字。減っているんですか、増えているん

ですか、どうなりましたか。今の説明からすると減

らないといけないですよね。累積赤字は減りました

 か、増えましたか、どちらですか。

○宮平直哉病院事業経営課長　お答えいたします。 

　2010年度の病院事業に係る累積欠損金ですけれど

も266億円余りとなっております。令和４年度ですけ

れども累積赤字が解消されまして、経常利益で38億

円ほど計上されているという状況になっております。

累積赤字は令和４年度をもって解消されて、令和４年

度は逆に38億円ほどの黒字を達成したということで

 ございます。

○又吉清義委員　累積赤字はないというふうに理解

してよろしいですね。大丈夫ですね。ちょっと私の

調べ方が間違っていたかもしれないけど、皆さんの

足してみた場合、すごい額だよねと。ちょっと信じ

難いものですから非常にそれが気になっております。

　次のこういった資料を見たときに、タブレットに

載っていないから大変ごめんなさい、説明しながら

にしましょうね。もう一つ我が沖縄県の病院事業会

計が全国と非常にかけ離れているのが、例えば入院

患者です。１人当たりの収益というのがございます。

皆さんが計算する経営方針でですね、経営分析指数

で。これは全国平均と比べてみるとかなりの差額な

んですよ、正直言って、皆さんから頂いた資料です

から全国平均が令和３年度でこの入院患者のほうは

５万9287円です。沖縄県立病院は６万4563円です。

5000円以上の差があります。これは何を意味するか

ということです。なぜそういった現象が起きるのか。 

○北川征一郎病院事業経営課班長　お答えします。 

　いわゆる入院単価というふうに言っておりますが、

入院料の７対１看護であったりとか10対１看護とい

うその看護体制で入院基本料というのが決まってき

ます。そのほか各人員の配置体制であったりとかそ

ういったことで病院ごとに診療報酬の額が変わって

きます。それの差異が出ているものと考えておりま

 す。

○又吉清義委員　そういう中で何が起きるかという

と入院単価はこういうふうに高いんですけど、次は

１人当たりの収益じゃなくてもう一つありましたよ

ね。これは全国よりも低いわけですよ皆さん。相反

しているものですから。その単価は高いんだけど、

１人当たりの収益は低いということに関してはどう

いったことでこれが生じるかということです……。

　資料で私が混乱しておりますので次回に飛ばしま

 しょうね。病院事業に関してはこれで一旦締めて。

　次はですね、下水道と工業用水についてちょっと

 お尋ねしたいと思います。

　下水道についてこの監査意見書による中で……。

すみません、水道事業会計決算審査意見書ですね。

これは皆さん改善が必要じゃないのかなということ

で私もこれ病院事業にしろあらゆるものに大事なと

ころかと思います。７ページのほうにこう書かれて

おります。中長期計画においては将来的な人口減に

伴い水需要が減少すると。これから水需要が減少す

るんですよ。だからその中で各種施策とか取組を着

実に推進し、経営の健全化、効率化を図っていただ

きたいということで監査から指摘をされています。

 それはごもっともだと思います。

　しかし次、９ページを開けてみてください。事業

の概要についてです。その中でちょっとずれている

なと思うのが、給水対象及び送水量のほうでまず表

５の送水量の状況です。１日平均送水量は42万1500立

米でございます。これは令和４年ですね。そこから

中長期計画において人口が減ると。減るということ

であれば送水量は増えるのか減るのかどちらのほう

 で検討なさっているかです。

○志喜屋順治総務企画課長  お答えいたします。 

　人口が増えることに伴って当然１人当たり使用す

る水量が増えますので、その人口が増えた分使用す

 る水量は増えると考えております。

　すみません、先ほど42万1500トン１日平均送水量

と、令和４年とおっしゃってましたけど令和２年の

数字をおっしゃっており、42万3200トンが令和４年

 度ですが、そういう理解でよろしいでしょうか。

　いずれにしましても給水人口が増える場合には、

その１人当たりの使用する水量は増えるというふう

 に考えております。

○又吉清義委員　確かに人口が増えればこの１日平

均送水量も増えるのはこれ当然かと思います。です

から今現時点で令和２年、令和３年、令和４年度の

送水量を見た場合に、約42万3000立米台でございま

す。ただしかしその下の（３）の拡張事業等です。

そこにどのように皆さんは計画を立てるかというと

水道用水供給事業については、第11回事業変更認可

で目標年度である平成37年――令和７年度の１日の

最大給水量を58万9000立米と計算されております。

これは人口は減るけど水を増やすと。これは私は計
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画は修正するべきじゃないかなと思います。今令和

５年度です。なぜこれから令和７年、２年後は１日

の最大給水量は58万9000立米に持っていかなければ

いけないのか。これはちょっと計画変更のずれじゃ

 ないかなと思いますがいかがですか。

○志喜屋順治総務企画課長　お答えいたします。 

　第11回変更認可で許可いただいた58万9000トンに

つきましては、令和７年度の数値でございますけれ

ども、先ほどおっしゃっていました人口が減少する

一方という話がございましたけども、人口につきま

しては国立社会保障・人口問題研究所、いわゆる社

人研の数字でいきますと、令和12年までは人口が伸

びるというふうな推計がされております。ですので

令和７年度はまだその途中段階ですので、まだ人口

が伸びている段階の数字でありますし、またこの58万

9000トンにつきましては一般家庭に配る水だけの推

移を表しているわけではなくて、業務営業用ですと

か工場用その他の用途にも使われる水量を全部積み

上げておりますので、そういった産業の振興が図ら

れていくということがあればそういったところでの

水量も増えていくと。そのほかでも業務営業用の中

には観光用水量というのもございまして、観光客が

多く入客することに伴ってそういったホテルでの使

用水量とかも増えると、そういったもろもろを含め

た数字として58万9000立方メートルというのを第

11回変更認可で取得はしておりますけれども、委員

おっしゃるとおり人口が減少傾向になるという話も

ございますし、当時策定させていただいた平成28年

３月の段階よりも現在さらに状況が変化しておりま

すので、こちらとしてはその状況の変化に応じて最

大給水量も見直していくというふうなことで考えて

おりますので、今般もそういった見直しも図ってき

 ているところでございます。

○又吉清義委員　ぜひですね再度検討していただき

たいということです。なぜかというと確かに今言う

ように当時の計画では人口が増えるだろうと。県の

人口は2050年度から減るということが出されており

ました。しかし既に３年前で人口が減るというのは

出ております。人口が減ると。2030年度にはとんで

もない人口になる。例えば県の人口の自然減という

ことで既に新聞にも出ております。そしてなおかつ

人口増が今後見込めませんよと。増えることはあり

ませんよと。ちゃんと明確に出ております。私の情

報として３年前でもうキャッチをしておりました。

増えることはありませんよと。ですから我々は今後

あらゆる計画を立てる場合にそういうのも勘案して

やらないと、事業で余計な予算をつくる設備を造る。

こういうのが一つ一つ事業の重荷になるだろうと。

本当にこれで黒字になるのかなと。そういったのも

再度持っている計画をぜひ再精査をするべきだろう

ということであえて聞いております。ですからそう

いった意味でぜひこれも検討してください。いかが

 ですか。

○松田了企業局長　大変重要な御提言と承りました。

我々も県民の皆様に安心・安全な水を安定的に供給

するというその責務を今後いかに果たしていくか。

委員おっしゃるように、もう既に人口が減少傾向に

あることをそのまま進むのではないかというふうな

お話もいろいろとあるようですので、そういう人口

動態、それから産業構造、それから今後の観光客の

入客の予想。そういったものも含めまして、今後ど

のような形で供給体制を維持していくかということ

 について、日々研究してまいりたいと思います。

○又吉清義委員　あと１点だけですね、沖縄県流域

下水道事業会計決算審査意見書について、７ページ

にあります建設工事等という（４）がございます。

その中で社会資本整備総合交付金事業というのがご

ざいます。私が宜野湾市民だからあえて言わせてい

ただきますけれど、宜野湾浄化センターというのが

工事がおかげさまで始まっております。しかしなか

なか時間がかかり過ぎる。理由を聞いたらあるとこ

ろで緊急の事態が生じてまたそこにも予算を出さな

いといけないと。そういうふうに二股かけてするた

めになかなか進まないと。当初の計画よりものすご

く遅れております。しかし社会資本整備としてこう

いった２か所でもこれも大事です。しかし事業をちょ

くちょくするよりは、私は１か所ずつ丁寧に早めに

終わらせたほうがかえっていいのではないのかなと。

全くこの浄化センターが機能しません。昔の施設も

ある、新しい施設もあるということで。そればかり

ではないです。雨が降ったら夏にはガジャンが非常

に多いです。水たまりに卵を産みますから。そうい

う管理もしないといけない。そうした場合に事業計

画の在り方もちょびちょびするよりは一つ一つ終わ

らす事業計画に持っていったほうが県民のためにも

社会資本整備にもよろしいのかなと思いますけど、

その辺も再度また検討していただけませんかという

 ことです。いかがですか。

○上原正司下水道課長　お答えします。 

　宜野湾浄化センターについては、３市２町２村か

ら集めた汚水を処理する下水処理場となっています。

現施設の老朽化に対応するため、平成17年度から新
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たな水処理施設として４施設の整備を進めており、

令和４年度に３施設目の供用を開始しております。

令和５年度は引き続き４施設目の整備を進め、全施

設の供用開始に向けて取り組んでいるところでござ

 います。

○又吉清義委員　取り組んでいることはよく分かり

ますので、取り組む中でやっぱり工事によっては集

中的にやるべき必要性もぜひ御配慮願いたいという

ことと。またやっぱり工事をする中で水たまりもで

きて蚊も多いです。これもぜひ定期的にアフターし

ていただけませんか。年に１回では足りません。い

 かがですか。

○上原正司下水道課長　宜野湾浄化センターにおい

て、ユスリカという蚊のほうが発生しているのも確

認しております。その対策としましてユスリカが通

過できないような編み目の細かい防虫網を設置する

ことや、またほかのところではコンクリートの不具

合の隙間をシーリングする等の対策を実施して発生

 源を押さえるように努力しております。

○又吉清義委員　ありがとうございます。 

 　以上です。

○國仲昌二委員長　これで又吉清義委員の質疑は終

 了いたしました。

 　末松文信委員。

○末松文信委員　それでは病院事業会計のほうから

 お願いします。

　23ページのイのところで病院別の経営状況につい

てでありますけれども、たくさん聞きたいのがある

のですがまとめてですね。医師、看護師不足による

診療の休止とかいろいろ話がありますけれども、今

現在医師、看護師の確保状況について各病院まとめ

 て答弁いただければと思います。

○照屋陽一病院事業企画課長　お答えします。 

　令和５年９月１日時点の県立病院の医師の全体数

をまず申し上げます。全体でいきますと定数476名に

対し正職員は428名、欠員は全体で48名。ただ常勤派

遣医師を22名配置しているので実質的には欠員は

26名となっております。病院別で申し上げます。ま

ず北部病院は定数50名に対して正職員41名で欠員数

は９名です。中部病院は定数132名に対して欠員数は

13名。南部医療センター・こども医療センターは定

数172名に対し欠員数は15名。精和病院は定数10名に

対して欠員数１名。宮古病院は定数53名に対して欠

員数は６名。八重山病院は定数58名に対して欠員数

４名。これを足し合わせると48ということになって

 ございます。

　看護師について、まず北部病院ですが、定数看護

師272名に対しまして欠員数３名。中部病院597名に

対して欠員22名。南部医療センター・こども医療セ

ンター定数550名に対して欠員が14名。精和病院定数

93名に対して欠員ゼロです。宮古病院定数215名に対

して欠員２名。八重山病院定数206名に対して欠員

 ２名となってございます。

 　以上でございます。

○末松文信委員  八重山病院でしたか、なんか職員

が不足してという新聞報道もありましたけれども、

今現在はそういうことがなくてほぼ定数どおりに配

 置されているという理解でよろしいでしょうか。

○照屋陽一病院事業企画課長　昨年もともと定数が

足りていないということではなくて、その地域の医

療機関において看護師が辞めてしまったということ

から、これは県立病院でフォローしないといけない

ということから過員といいますか、看護師を３名、

臨床工学技士を１名配置して対応しているというこ

 とでございます。

○末松文信委員　分かりました。ありがとうござい

 ます。

　次に７ページの（３）の財務に関するところなん

ですけれども、先ほども平良昭一委員からもありま

したけれども例の総務事務センターが設置されたと

いうことでありますけれども、その後の進捗状況と

 いうかそれについてちょっと説明お願いします。

○平田いずみ病院事業総務課病院総務事務センター

室長　お答えいたします。 

　午前中も少し御説明いたしましたけれども令和

５年度は宮古病院及び北部病院の事務を一部移行し

ております。その後令和６年度に精和病院及び中部

病院の給与の認定事務等を移行する予定としており

ます。令和７年度に八重山病院と南部医療センター

・こども医療センターの事務を移管させる予定とし

 ております。

○末松文信委員　ここで言っている病院総務システ

ムということについて、ちょっと説明をお願いした

 いんですけれども。

○平田いずみ病院事業総務課病院総務事務センター

室長　まず病院総務事務センターの設置について御

説明いたします。目的といたしましては給与事務を

中心とする総務事務を集約化することで、現在紙で

管理されている給与事務の効率化・適正化及び担当

職員の負担軽減を図ることを目的として設置いたし

ました。経緯といたしましては知事部局ですと平成

27年１月に総務事務センターを立ち上げるとともに
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平成31年４月から総務事務システムを稼働し総務事

務を集約化しております。その先行事例を参考にい

たしまして、病院事業局では令和４年11月に策定し

た総務事務の集約化に関する基本方針を踏まえ、各

病院の給与事務を段階的に集約するとともに職員の

勤務管理、通勤手当などの給与関係の届出等が行え

る病院総務システムを導入することを決定いたしま

した。病院総務システムの開発に当たりまして、こ

のシステムは知事部局の総務事務システムを病院事

業局独自の勤務形態及び手当に対応できるよう改修

・構築することとしております。病院事業局は職員

の勤務形態、手当など知事部局とは異なる面がある

ものの、基本的な勤務管理、給与の仕組みは同様で

あり共通部分が大きいことや開発事業者の実績とし

て知事部局の総務事務システムは民間業者が一から

開発し、その後手当等の機能を追加して現在に至っ

 ております。

　また全国の状況を令和４年６月に調査したところ、

病院事業を独法化した団体等を除く23団体中、知事

部局と給与システム等を共通で利用している団体が

16団体、７割ありました。病院独自のシステム利用

としては７団体、３割ございました。それで沖縄県

病院事業局におきましても、また県庁の給与システ

ムとのデータ連携もあるということで県庁全体で共

通利用している給与システムとの情報データの連携

が確保されていること、この知事部局との共通シス

テムの利用は調達費用の低減に加えまして、連携し

て知事部局の給与システムなどを活用しますので、

病院事業局におけるシステムを構築・改修・保守管

理等を行わず事務負担軽減につながるということで

 こちらを活用した導入といたしております。

 　以上です。

○末松文信委員　今北部病院と宮古病院で試行中と

いうか、始められているようですけども、この現場

での今の運用状況というのはどんなふうになってい

 るか、分かっていればお願いします。

○平田いずみ病院事業総務課病院総務事務センター

室長　現在９月からテスト版を公開したところであ

りまして、北部病院、宮古病院の職員を対象に検証

をしているところであります。病院現場からの意見

を踏まえまして、今回検証期間を約１か月延長する

こととしております。令和６年４月から施行される

改正労基法、医療法などの法令に定められた事項に

ついての機能の追加について所定の期限までに対応

できるよう、定められたスケジュールの制約の下で

優先順位を定めた上で病院現場の理解を得られるよ

 う、丁寧に対応していきたいと思っております。

 　以上です。

○末松文信委員　今病院現場からどんな意見が寄せ

 られているか、ちょっと教えてください。

○平田いずみ病院事業総務課病院総務事務センター

室長　今病院現場から50を超える質問があるんです

けれども、すみません、ちょっと今持ち合わせてご

 ざいません。

○末松文信委員　私のところに現場からの意見が寄

せられていて、今伺っているんですけれども、寄せ

られている意見が４項目ありますけど、今申し述べ

ますので、これについて現場の意見をもう一度確認

して対応していただきたいというふうに思います。

まず１つ目に開発スケジュールを見直して本稼働を

延期すること。２番目に病院の勤務形態、実態に合

わせたシステムになるように設計を見直すこと。そ

れから医師の働き方改革に対応できるよう機能を整

備すること。４番目に対応できない場合は、現行の

システム――タイムネットというんですかね、この

稼働を続けることなどの声が寄せられておりますの

で、このことについて対応していただきたいと思い

 ますが、いかがですか。

○平田いずみ病院事業総務課病院総務事務センター

室長　こちらは病院からも既に受け取っている意見

 でございまして、対応を検討中でございます。

 　以上です。

○末松文信委員　それではよろしくお願いいたしま

 す。

　もう一点伺いたいのが、ロボットの導入について、

中部病院でしたか、今導入中というかそういう状況

にあるようですけど、これロボットの金額というか、

 これはどのくらいするものですか。

○本竹秀光病院事業局長　今一般的に売られている

のがダビンチという機械ですね。これもバージョン

が段々変わってきていて、最初で大体３億ぐらい。

それでも非常に一番いいシステムというか、研修が

一緒にできるダビンチはやっぱりそれぐらいはする

と思います。僕はきちんとした価格は分からないん

ですけれども、日本製が今度出てきております。ｈ

ｉｎｏｔｏｒｉという、これは多分１億円切るんだ

ろうと思うんですけども、ただシステム的にはまだ

まだダビンチには及ばないというところがあって。

今恐らく中部病院で予定しているのはダビンチだと

思うんですけれども、６年度に導入予定だとは聞い

ていますし、僕外科医なんですけども、かなりメリッ

トが高いということと、これから出てくる若い外科
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医は恐らくほとんどロボットで研修をしますので、

どうしてもやはり必要なものになるかなと思ってお

ります。本当は遅いぐらいですね。お金がなかった

というのがあったと思うんですけれども、ようやく

 投資ができる時点にあるかなと思います。

○末松文信委員　なぜそれを聞くかと言うと先日、

局長からこの話を聞いて、私は委員長の立場だった

ので質問できなかったんですよ。この際お聞きして

みようと思ってですが、やっぱり若い研修医たちが

それを望んでいるということがあれば、積極的に導

入して、また手術そのものも医者の皆さんに聞いた

らこれがあると助かると言っておられますので、順

次配置できるように頑張ってください。病院事業局

 はこれで終わります。

　次に、水道事業会計と工業用水道、まず水道事業

会計についてでありますけれどもこれは７ページで

すかね。水道用水の広域化の中で離島を含めてあり

ますけれども、せんだって一般質問でも申し上げま

したが、伊是名のほうが停電のために断水したとい

うことがあって、停電時でも給水ができるようにやっ

てほしいとうお話があって、その質問をさせていた

だきましたが、その後の改善策についてどうなって

 いるかちょっと教えてください。

○米須修身配水管理課長　お答えします。 

　台風６号によります伊是名の断水の今後の対応と

しまして、伊是名村には３日分の給水量を貯留でき

る調整池を建設するということで、断水の発生防止

を図ってまいることとしております。伊是名の対応

 状況としては以上となります。

○末松文信委員　これは自家発電設備を設置すると

 いうことは考えていないですか。

○米須修身配水管理課長　離島の供給体制につきま

しては、過去の実績に基づきまして３日分の貯留槽

で対応できるというふうに考えておりまして、同様

に今回台風６号で同じ期間停電がありました、阿嘉

浄水場につきましてはその３日分の貯留槽が既に完

成していたことから、断水には至っておりません。

伊是名についても、今後調整池が完成すれば、同様

な供給体制の確保ができると考えておりますが、ま

た必要に応じてそういった自家発電の設備というの

 も検討してまいりたいと思います。

○末松文信委員　台風６号で申し上げますと、１週

間前後船が出ないというような状況もあって水を運

ぼうにも運べないという状況が発生しますので、可

能であればぜひ自家発電も設置して、どういうとき

でも対応できるようなことにしてほしいわけですけ

 どもいかがですか。３日ではもちませんよ。

○米須修身配水管理課長　３日分の容量ということ

ですけれども、実際の台風時には水の使用量が落ち

ることになりまして、それで実際阿嘉浄水場のほう

も３日容量ということで調整池を建設しておりまし

たが、その３日容量の半分以上を残して断水には至

らなかったという状況になっておりますので、実際

にはその水の使用量の低下に合わせてもっともつこ

 とが期待できるものと考えております。

○末松文信委員　いずれにしても村民生活に影響が

 ないようによろしくお願いいたします。

　次に、工業用水道の件で29ページですけれども、

工業用水についてはいろいろこれまでにも議論して

まいりましたけれども、今資料を見るとそれぞれ確

保されているようでありますので、たくさんは申し

上げません。いわゆる北部地域における工業用水の

 供給というのはどんな状況になっているのか。

○米須修身配水管理課長　令和５年10月１日現在、

北部地域の契約供給量は１日当たり4043立方メート

ル。うち名護西海岸地区が計画給水量4100立方メー

トル、契約給水量2313立方メートルで、契約率は

 56.4％となっております。

○末松文信委員　それで以前にもお尋ねしたんです

けれども、その給水先の水圧が低くて給水に困って

いると、受水に困っているというある企業があって、

その点についてその先端の水圧を上げる方策はない

かということでお話ししたんですが、その後どうな

 りましたでしょうか。

○米須修身配水管理課長　当該施設に対しましては、

令和５年６月末に受水槽の設置工事が施工されてお

ります。工事内容は既設の100立方メートルの受水槽

に対しまして、新設で200立方メートルの受水槽を

１基追加して、合計300立方メートルの受水槽容量を

確保しております。工事の完成後、これまでに受水

 不足の報告は受けておりません。

○末松文信委員　どうもありがとうございました。

そこで企業局長にお尋ねしますけれども、御案内の

ように飲料水、工業用水含めてみんなヤンバルから

送水されている状況について、局長の所見を伺いた

 いと思います。

○松田了企業局長　令和４年度の実績で見ますと、

総取水量、企業局が県内で河川、あるいはそのダム

等から取水した割合の81.2％をいわゆるヤンバルの

地域から取水していて、それを利用しているという

状況にございます。このように工業用水や水道用水

を安定的に供給する上で大変重要な水源という認識
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をしております。ヤンバル地域の方々の日頃からの

企業局への御理解、御協力に対しまして感謝をして

おります。また将来にわたり水の安定供給を図るた

めにヤンバルの水は今後も大変重要な水源であるこ

とから、引き続き御理解と御協力を賜りたいという

 ふうに考えております。

○末松文信委員　ありがとうございます。御案内の

ようにそういう状況でありますので、ヤンバルの皆

さんからすると我々は水だけ送って、あるいは人材

を送って何の見返りがあるのかというようなことが

よく言われる話でありますので、今局長がおっしゃっ

たような理解の下に今後の行政に当たってほしいな

 というふうに思います。

　どうもありがとうございました。以上で終わりま

 す。

○國仲昌二委員長　これで末松文信委員の質疑は終

 了いたしました。

　以上で、土木建築部長、企業局長及び病院事業局

 長等に対する質疑を終結いたします。

 　説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

 　休憩いたします。

　　　（休憩中に、執行部退席。また、採決の順序

 及び方法について協議）

○國仲昌二委員長　再開します。 

　これより、令和５年第３回議会乙第14号議案令和

４年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分

について及び同乙第15号議案令和４年度沖縄県工業

用水道事業会計未処分利益剰余金の処分についての

 議決議案２件を一括して採決いたします。

 　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、可決することに御異議あ

 りませんか。　　　

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○國仲昌二委員長　御異議なしと認めます。 

　よって、令和５年第３回議会乙第14号議案及び同

 乙第15号議案の議案２件は可決されました。

　次に、令和５年第３回議会認定第１号から同認定

 第４号までの決算４件を一括して採決いたします。

 　お諮りいたします。

　ただいまの決算４件は、認定することに御異議あ

 りませんか。

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○國仲昌二委員長　御異議なしと認めます。 

　よって令和５年第３回議会認定第１号から同認定

 第４号までの決算４件は認定されました。

 　次に、お諮りいたします。

　ただいま議決しました議案等に対する委員会審査

報告書の作成等につきましては、委員長に御一任願

 いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○國仲昌二委員長　御異議なしと認めます。 

 　よって、さよう決定いたしました。

　以上で、本委員会に付託されました議案等の処理

 は全て終了いたしました。

 　委員の皆さん、大変御苦労さまでございました。

 　これをもって、委員会を散会いたします。    
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